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本号で公布された主な条例のあらまし 
  

    

 

 

 

◇新潟県手数料条例の一部を改正する条例（新潟県条例第１号） 

１ 建築物エネルギー消費性能適合性判定等に係る手数料の新設 

  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の制定に伴い、建築物エネルギー消費性能適合性判定の申

請等に係る手数料を新たに規定することとしました｡(別表関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

  

発 行   新 潟 県 

号  外  １ 
平成29年３月28日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 １ 

2 

◇新潟県市町村立学校職員定数条例及び新潟県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例（新潟県条例第２号） 

１ 学校職員の定数の改正 

  県費負担教職員の給与負担等が、県から新潟市に移譲されることに伴い、学校職員の定数を改正するこ

ととしました｡(第１条関係） 

２ 警察官の定員の改正 

  警察活動の強化を図るため、警察官の定員等を改正することとしました｡(第２条関係） 

３ 施行期日 

  この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇法人の県民税の特例に関する条例の一部を改正する条例（新潟県条例第７号） 

１ 法人の県民税（法人税割）の税率の特例措置を講ずる期間の延長 

  法人の県民税（法人税割）の税率について、100分の3.2とするところを一定の要件を満たす法人等を除

き100分の４とする特例措置を講ずる期間を、平成34年３月31日まで延長することとしました｡(第１条関係） 

２ 法人の県民税（法人税割）に関する規定の整備 

  平成28年度税制改正等に伴い、１の期間のうち、平成31年10月１日以降に開始する事業年度分の特例措

置による税率について、100分の１とするところを一定の要件を満たす法人等を除き100分の1.8とすること

としました｡(第２条関係） 

３ 施行期日 

 この条例は、一部の規定を除き、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県県税条例及び新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例の一部を改正する条

例（新潟県条例第８号） 

１ 自動車税に関する規定の整備等 

平成28年度税制改正に伴い、自動車税の税率の特例に関する規定の整備等を行うこととしました｡(第１条関

係） 

２ 自動車取得税及び自動車税に関する規定の整備 

平成28年度税制改正等に伴い、自動車取得税の廃止及び自動車税の環境性能割の創設に関する規定の整備を

行うこととしました｡(第２条～第４条関係） 

３ 法人の県民税及び事業税に関する規定の整備 

平成28年度税制改正等に伴い、法人の県民税（法人税割）の税率の改正及び税制の抜本的な改革において偏

在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置としての法人の事業税の税率の特例に関する規定の

削除を行うこととしました｡(第２条関係） 

４ 施行期日 

この条例は、一部の規定を除き、平成31年10月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県県税条例及び新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例（新潟県条例第９号） 

１ 自動車税に関する規定の整備 

平成29年度税制改正に伴い、自動車税の税率の特例に関する規定の整備を行うこととしました｡(第１条及び

第２条関係） 

２ 施行期日 

 この条例は、地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律の施行の日から施行することとし

ました。 

 

◇新潟県防災会議条例の一部を改正する条例（新潟県条例第10号） 

１ 委員定数の見直し 

 指定地方公共機関の役員等及び学識経験者等のうちから任命される委員の定数を、それぞれ３名及び２名増

加することとしました｡(第２条関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県国民健康保険運営協議会条例（新潟県条例第11号） 
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１ 運営協議会の設置 

  持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の規定に基づき、県が定

める都道府県国民健康保険運営方針その他の重要事項を審議させるため、新潟県国民健康保険運営協議会を置

くこととしました。 

２ 施行期日 

  この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県基幹病院事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例（新潟県条例第12号） 

１ 新潟県立燕労災病院の設置等 

  新潟県立県央基幹病院の整備に当たり、再編対象病院である燕労災病院について、県が移譲を受けて設置し、

新潟県基幹病院事業として実施するため、所要の改正を行うこととしました。 

２ 施行期日 

  この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（新潟県条例第14号） 

１ 基準省令の改正に伴う規定の整備 

  障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める省令の改正に伴い、障害福祉サービス事業の設

備及び運営に関する基準について、所要の規定を整備することとしました。 

２ 施行期日 

  この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県点字図書館条例の一部を改正する条例（新潟県条例第15号） 

１ 名称変更 

  新潟県点字図書館を新潟県視覚障害者情報センターに名称変更することとしました。 

２ 施行期日 

  この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県安心こども基金条例の一部を改正する条例（新潟県条例第16号） 

１ 基金の設置期間の延長 

  保育サービス等の充実を図るとともに、地域における子育て支援、ひとり親家庭等への支援及び社会的養護

の充実を図り、子どもを安心して育てることができるような体制の整備を行うため、新潟県安心こども基金の

設置期間を延長することとしました｡(附則第２項関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県工業技術総合研究所手数料徴収条例の一部を改正する条例（新潟県条例第17号） 

１ エックス線ＣＴ試験に係る手数料の新設 

  マイクロフォーカスＸ線ＣＴ装置の設置に伴い、当該機器を使用するエックス線ＣＴ試験の依頼に係る手数

料を新たに規定することとしました｡(別表関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例（新潟県条例第18号） 

１ 失効規定の見直し 

  条例の失効日を、平成29年３月31日から平成30年３月31日に見直すこととしました｡(附則第２項関係） 

２ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行することとしました。 

 

◇新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例の一部を改正する条例（新潟県条例第19号） 

１ 県税の特例措置の見直し 

一定の要件を満たした事業用家屋に係る法人県民税及び事業税の不均一の課税並びに事業用家屋及び事業用
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条   例 

地の取得に対して課する不動産取得税の課税の免除の期間の延長等の見直しをすることとしました。 

２ 失効規定の見直し 

条例の失効日を、平成29年３月31日から平成32年３月31日に見直すこととしました｡(附則第２項関係） 

３ 施行期日 

この条例は、一部の規定を除き、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県立職業能力開発校条例の一部を改正する条例（新潟県条例第20号） 

１ 寄宿料の改正 

寄宿料について、積算根拠の見直しに伴い、その額を引き下げることとしました｡(第18条関係） 

２ 施行期日 

この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県屋外広告物条例の一部を改正する条例（新潟県条例第21号） 

１ 広告物等の点検の義務 

広告物等を表示し、若しくは設置する者又は広告物等を管理する者に対し、広告物等の点検を義務付けるこ

ととしました｡(第18条の２関係） 

２ 施行期日 

この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県給付型奨学金基金条例（新潟県条例第23号） 

１ 基金の設置 

 意欲と能力のある者が、経済的理由によって大学等への進学を断念することがないよう、給付型の奨学

金を給付するため、新潟県給付型奨学金基金を設置することとしました。 

２ 施行期日 

 この条例は、平成29年４月１日から施行することとしました。 

 

◇新潟県の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及び新潟県警察署協議会条例の一部を改正する条例（新

潟県条例第25号） 

１ 警察署の名称、位置及び管轄区域並びに警察署協議会の名称の改正 

新潟市東区を管轄する警察署の新設及び胎内警察署の新発田警察署への統合に伴い、警察署の名称、位置及

び管轄区域並びに警察署協議会の名称を改正することとしました｡(第１条及び第２条関係） 

２ 施行期日 

この条例は、平成29年９月１日から施行することとしました。 
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次に掲げる条例をここに公布する。 

(1) 新潟県手数料条例の一部を改正する条例 

(2) 新潟県市町村立学校職員定数条例及び新潟県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例 

(3) 地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

(4) 新潟県情報公開条例の一部を改正する条例 

(5) 新潟県個人情報保護条例の一部を改正する条例 

(6) 新潟県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

(7) 法人の県民税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

(8) 新潟県県税条例及び新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例の一部を改正す

る条例 

(9) 新潟県県税条例及び新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例 

(10) 新潟県防災会議条例の一部を改正する条例 

(11) 新潟県国民健康保険運営協議会条例 

(12) 新潟県基幹病院事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例 

(13) 新潟県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例 

(14) 新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

(15) 新潟県点字図書館条例の一部を改正する条例 

(16) 新潟県安心こども基金条例の一部を改正する条例 

(17) 新潟県工業技術総合研究所手数料徴収条例の一部を改正する条例 

(18) 新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例 

(19) 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

(20) 新潟県立職業能力開発校条例の一部を改正する条例 

(21) 新潟県屋外広告物条例の一部を改正する条例 

(22) 義務教育学校の設置のための関係条例の整理に関する条例 

(23) 新潟県給付型奨学金基金条例 

(24) 新潟県立学校条例の一部を改正する条例 

(25) 新潟県の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及び新潟県警察署協議会条例の一部を改正する

条例 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 
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新潟県条例第１号 

新潟県手数料条例の一部を改正する条例 

 新潟県手数料条例（平成12年新潟県条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場

合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削る。 

 次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第３条関係） 

 (1)～(5) （略） 

 (6) 土木部関係 

 対象とな

る事務 

名 称 区 分 金 額 

（略） 
     
23 租税特別

措 置 法

（昭和32

年法律第

26号）第

28条の４

第３項第

５号イ若

しくは第

63条第３

項第５号

イ又は第

31条の２

第２項第

14号ハ若

しくは第

62条の３

第４項第

14号ハに

（略） （略） （略） 

別表（第３条関係） 

 (1)～(5) （略） 

 (6) 土木部関係 

 対象とな

る事務 

名 称 区 分 金 額 

（略） 
     
23 租税特別

措 置 法

（昭和32

年法律第

26号）第

28条の４

第３項第

５号イ若

しくは第

63条第３

項第５号

イ又は第

31条の２

第２項第

15号ハ若

しくは第

62条の３

第４項第

15号ハに

（略） （略） （略） 
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規定する

宅地の造

成が優良

な宅地の

供給に寄

与するも

のである

ことにつ

いての認

定の申請

に対する

審査 
          
24 租税特別

措置法第

28条の４

第３項第

６号若し

くは第63

条第３項

第６号又

は第31条

の２第２

項第15号

ニ若しく

は第62条

の３第４

項第15号

ニに規定

する住宅

の新築が

優良な住

宅の供給

（略） （略） （略） 

規定する

宅地の造

成が優良

な宅地の

供給に寄

与するも

のである

ことにつ

いての認

定の申請

に対する

審査 
          
24 租税特別

措置法第

28条の４

第３項第

６号若し

くは第63

条第３項

第６号又

は第31条

の２第２

項第16号

ニ若しく

は第62条

の３第４

項第16号

ニに規定

する住宅

の新築が

優良な住

宅の供給

（略） （略） （略） 
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に寄与す

るもので

あること

について

の認定の

申請に対

する審査 
     
（略） 

40 （略） （略） （略） （略） 
     
40

の

２ 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律（平

成27年法

律 第 53

号）第12

条第１項

又は第13

条第２項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能適

合性判定 

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定手

数料 

(1) 標準入力法等による

基準（建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定

める省令（平成28年経

済産業省・国土交通省

令第１号。以下この項、

41の項及び43の項にお

いて「基準省令」とい

う｡)第１条第１項第１

号イの基準をいう。43

の項において同じ｡)に

適合するかどうかの判

定を行う場合 

ア 床面積が300平方メ

ートル以上2,000平方

メートル未満のとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件につき 

336,700円（建築基準

法施行規則（昭和25年

建設省令第40号）別紙

の表の用途（以下この

項から40の４の項まで

において「建築基準法

上の用途」という｡)が

工場（自動車修理工場

を含む｡)、危険物の貯

に寄与す

るもので

あること

について

の認定の

申請に対

する審査 
     
（略） 
     
40 （略） （略） （略） （略） 
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9
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 床面積が2,000平方

メートル以上5,000平

方メートル未満のと

き。 

 

 ウ 床面積が5,000平方

メートル以上10,000

平方メートル未満の

とき。 

 

 エ 床面積が10,000平

方 メ ー ト ル 以 上

25,000平方メートル

未満のとき。 

 

 オ 床面積が25,000平

方メートル以上のと

き。 

 

 

蔵若しくは処理に供す

るもの、水産物の増殖

場若しくは養殖場、倉

庫業を営む倉庫、倉庫

業を営まない倉庫、卸

売市場、火葬場又はと

畜場、汚物処理場、ご

み焼却場その他の処理

施設（以下「工場等」

という｡)の場合にあっ

ては、47,600円） 

１件につき 

476,500円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

99,900円） 

１件につき 

584,700円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

143,300円） 

１件につき 

689,400円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

174,900円） 

１件につき 

785,200円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

214,100円） 
          
   (2) モデル建物法による  
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2
9
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３
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2
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(
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新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
号
 
外

 
１

 

1
0 

基準（基準省令第１条

第１項第１号ロの基準

をいう。43の項におい

て同じ｡)に適合するか

どうかの判定を行う場

合 

 ア 床面積が300平方

メートル以上2,000

平方メートル未満の

とき。 

 

 イ 床面積が2,000平方

メートル以上5,000平

方メートル未満のと

き。 

 

 ウ 床面積が5,000平方

メートル以上10,000

平方メートル未満の

とき。 

 

 エ 床面積が10,000平

方 メ ー ト ル 以 上

25,000平方メートル

未満のとき。 

 

 オ 床面積が25,000平

方メートル以上のと

き。 

 

 

 

 

 

 

１件につき 

139,200円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

42,800円） 

１件につき 

219,500円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

94,000円） 

１件につき 

283,700円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

136,800円） 

１件につき 

339,000円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

167,700円） 

１件につき 

396,200円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

205,800円） 
          
40 建築物の 計画変 (1) 床面積の増加をしよ  

     



 

 

号
 
外
 
１
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
平
成
2
9
年

３
月
2
8
日
(
火
)
 

1
1 

の

３ 

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第12

条第２項

又は第13

条第３項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能適

合性判定 

更に係

る建築

物エネ

ルギー

消費性

能適合

性判定

手数料 

うとする場合 

ア 標準入力法等によ

る基準に適合するか

どうかの判定を行う

場合 

 

 

 

 

 

 

イ モデル建物法によ

る基準に適合するか

どうかの判定を行う

場合 

 

増加をしようとする床

面積に応じて40の２の

項の(1)と同じ方法で

算出した額とする。た

だし、その床面積が300

平方メートル未満のと

きは、211,800円（建

築基準法上の用途が工

場等の場合にあって

は、29,700円）とする。 

増加をしようとする床

面積に応じて40の２の

項の(2)と同じ方法で

算出した額とする。た

だし、その床面積が300

平方メートル未満のと

きは、86,800円（建築

基準法上の用途が工場

等の場合にあっては、

26,200円）とする。 
          
   (2) その他の場合 

ア 標準入力法等によ

る基準に適合するか

どうかの判定を行う

場合 

 (ｱ) 床面積が300平

方メートル以上

2,000平方メート

ル未満のとき。 

 

 (ｲ) 床面積が2,000平

 

 

 

 

 

１件につき 

168,400円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

23,800円） 

１件につき 
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方メートル以上

5,000平方メートル

未満のとき。 

 

 (ｳ) 床面積が5,000平

方メートル以上

10,000平方メート

ル未満のとき。 

 

 (ｴ) 床面積が10,000

平方メートル以上

25,000平方メート

ル未満のとき。 

 

 (ｵ) 床面積が25,000

平方メートル以上

のとき。 

 

 

イ モデル建物法によ

る基準に適合するか

どうかの判定を行う

場合 

 (ｱ) 床面積が300平方

メートル以上2,000

平方メートル未満

のとき。 

 

 (ｲ) 床面積が2,000平

方メートル以上

5,000平方メート

ル未満のとき。 

 

238,300円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

50,000円） 

１件につき 

292,400円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

71,700円） 

１件につき 

344,700円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

87,500円） 

１件につき 

392,600円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

107,100円） 

 

 

 

 

１件につき 

69,600円（建築基準法

上の用途が工場等の場

合にあっては、21,400

円） 

１件につき 

109,800円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

47,000円） 
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 (ｳ) 床面積が5,000平

方 メー トル 以上

10,000平方メート

ル未満のとき。 

 

 (ｴ) 床面積が10,000

平方メートル以上

25,000平方メート

ル未満のとき。 

 

 (ｵ) 床面積が25,000

平方メートル以上

のとき。 

１件につき 

141,900円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

68,400円） 

１件につき 

169,500円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

83,900円） 

１件につき 

198,100円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

102,900円） 
          
40

の

４ 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律施行

規則（平

成28年国

土交通省

令 第 ５

号）第11

条の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

確保計画

軽微変

更該当

証明書

交付手

数料 

(1) 標準入力法等による

基準に適合するかどう

かの判定を行う場合 

 ア 床面積が300平方メ

ートル以上2,000平方

メートル未満のとき。 

 

 

 イ 床面積が2,000平方

メートル以上5,000平

方メートル未満のと

き。 

 

 ウ 床面積が5,000平方

メートル以上10,000

平方メートル未満の

とき。 

 

 

 

１件につき 

168,400円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

23,800円） 

１件につき 

238,300円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

50,000円） 

１件につき 

292,400円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、
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2
9
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2
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報

 
号
 
外
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1
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の軽微な

変更に関

する証明

書の交付 

 

 エ 床面積が10,000平

方 メ ー ト ル 以 上

25,000平方メートル

未満のとき。 

 

 オ 床面積が25,000平

方メートル以上のと

き。 

71,700円） 

１件につき 

344,700円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

87,500円） 

１件につき 

392,600円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

107,100円） 
          
   (2) モデル建物法による

基準に適合するかどう

かの判定を行う場合 

 ア 床面積が300平方メ

ートル以上2,000平方

メートル未満のとき。 

 

 

 イ 床面積が2,000平方

メートル以上5,000平

方メートル未満のと

き。 

 

 ウ 床面積が5,000平方

メートル以上10,000

平方メートル未満の

とき。 

 

 エ 床面積が10,000平

方 メ ー ト ル 以 上

25,000平方メートル

 

 

 

１件につき 

69,600円（建築基準法

上の用途が工場等の場

合にあっては、21,400

円） 

１件につき 

109,800円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

47,000円） 

１件につき 

141,900円（建築基準

法上の用途が工場等の

場 合 に あ っ て は 、

68,400円） 

１件につき 

169,500円（建築基準

法上の用途が工場等の
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未満のとき。 

 

 オ 床面積が25,000平

方メートル以上のと

き。 

場 合 に あ っ て は 、

83,900円） 

１件につき 

198,100円（建築基準法

上の用途が工場等の場

合にあっては、102,900

円） 
          
41 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第29

条第１項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能向

上計画の

認定の申

請に対す

る審査 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

 

 １件につき、次に掲げ

る額を合算した額（建

築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法

律第30条第２項の規定

による申出を行う場合

にあっては、その額に

建築確認等手数料額

を加えた額） 

(1) （略） 

(2) 建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第11条第

１項に規定する非住

宅部分（以下「非住

宅部分」という｡)で

標準入力法等による

基準（基準省令第10

条第１号ロ(1)の基

準をいう。42の項に

おいて同じ｡)に適合

するかどうかの審査

を行うものについて

は、次に掲げる額 

 

     

          
41 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律（平

成27年法

律 第 53

号）第29

条第１項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能向

上計画の

認定の申

請に対す

る審査 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

 １件につき、次に掲げ

る額を合算した額（建

築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法

律第30条第２項の規定

による申出を行う場合

にあっては、その額に

建築確認等手数料額

を加えた額） 

(1) （略） 

(2) 建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第11条第

１項に規定する非住

宅部分（以下「非住

宅部分」という｡)で

標準入力法等による

基準（建築物エネル

ギー消費性能基準等

を定める省令（平成

28年経済産業省・国

土交通省令第１号。

以下この項及び43の

項において「基準省

令」という｡)第８条
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1
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 ア～カ （略） 

(3) 非住宅部分でモデ

ル建物法による基準

（基準省令第10条

第１号ロ(2)の基準

をいう。42の項にお

いて同じ｡)に適合す

るかどうかの審査を

行うものについて

は、次に掲げる額 

 ア～カ （略） 
     
（略） 
     
43 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第36

条第１項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能基

準に適合

している

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準適

合認定

申請手

数料 

 １件につき、次に掲げ

る額を合算した額 

(1)・(2) （略） 

(3) 非住宅部分で標準

入力法等による基準

に適合するかどうか

の審査を行うものに

ついては、次に掲げ

る額 

 

 

 ア～カ （略） 

(4) 非住宅部分でモデ

ル建物法による基準

第１号ロ(1)の基準

をいう。42の項にお

いて同じ｡)に適合す

るかどうかの審査を

行うものについて

は、次に掲げる額 

 ア～カ （略） 

(3) 非住宅部分でモデ

ル建物法による基準

（基準省令第８条第

１号ロ(2)の基準を

いう。42の項におい

て同じ｡)に適合する

かどうかの審査を行

うものについては、

次に掲げる額 

 ア～カ （略） 
     
（略） 
     
43 建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第36

条第１項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能基

準に適合

している

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準適

合認定

申請手

数料 

 １件につき、次に掲げ

る額を合算した額 

(1)・(2) （略） 

(3) 非住宅部分で標準

入力法等による基準

（基準省令第１条第

１項第１号イの基準

をいう｡)に適合する

かどうかの審査を行

うものについては、

次に掲げる額 

 ア～カ （略） 

(4) 非住宅部分でモデ

ル建物法による基準
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旨の認定

の申請に

対する審

査 

に適合するかどうか

の審査を行うものに

ついては、次に掲げ

る額 

 

 

 ア～カ （略） 
     

(6)の２～(9) （略） 

旨の認定

の申請に

対する審

査 

（基準省令第１条第

１項第１号ロの基準

をいう｡)に適合する

かどうかの審査を行

うものについては、

次に掲げる額 

 ア～カ （略） 
     

 (6)の２～(9) （略） 
  

附 則 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

 



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 １ 

18 

新潟県条例第２号 

新潟県市町村立学校職員定数条例及び新潟県地方警察職員定員条例の一部を改正する条例 

（新潟県市町村立学校職員定数条例の一部改正） 

第１条 新潟県市町村立学校職員定数条例（昭和27年新潟県条例第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  第２条 職員の定数は、9,960人とする。 第２条 職員の定数は、14,700人とする。 

  （新潟県地方警察職員定員条例の一部改正） 

第２条 新潟県地方警察職員定員条例（昭和29年新潟県条例第24号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （職員の定員） 

第２条 職員の定員は、次に掲げるとおりとする。 

警   察   官       4,141人 

警察官以外の職員        638人 

合    計        4,779人 

２ 前項の警察官の定員のうち、警視については133

人、警部については285人、警部補（巡査部長を含

む｡)については2,443人とする。 

３ （略） 

（職員の定員） 

第２条 職員の定員は、次に掲げるとおりとする。 

警   察   官       4,122人 

警察官以外の職員        638人 

合    計        4,760人 

２ 前項の警察官の定員のうち、警視については132

人、警部については284人、警部補（巡査部長を含

む｡)については2,432人とする。 

３ （略） 

  附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

 



号 外 １ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 

19 

新潟県条例第３号 

地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年新潟県条例第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条、号及び号の細目の表示に下線が引かれた条、号及び号の細目（以下この条におい

て「移動後条等」という｡)に対応する同表の改正前の欄中条、号及び号の細目の表示に下線が引かれた条、号

及び号の細目（以下この条において「移動条等」という｡)が存在する場合には当該移動条等を当該移動後条等

とし、移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には当該移動後条等（以下この条において「追加条等」

という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、号及び号の細目の表示並びに追加条等を除く。以下この条

において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示を除く。

以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  第２条 （略） 

 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定め

る者は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６

条の４に規定する養育里親である職員（児童の親

その他の同法第27条第４項に規定する者の意に反

するため、同項の規定により、同法第６条の４に

規定する里親であって養子縁組によって養親とな

ることを希望している者として当該児童を委託す

ることができない職員に限る｡)に同法第27条第１

項第３号の規定により委託されている当該児童と

する。 

 

第２条の３ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定め

る特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 育児休業をしている職員が、産前の休業を始

め、又は出産したことにより、当該育児休業の

承認が効力を失った後、当該産前の休業又は出

産に係る子が次に掲げる場合に該当することと

なったこと。 

 

 

 

ア 死亡した場合 

イ 養子縁組等により職員と別居することとな

った場合 

(2) 育児休業をしている職員が第５条に規定する

事由に該当したことにより当該育児休業の承認

が取り消された後、同条に規定する承認に係る

子が次に掲げる場合に該当することとなったこ

第２条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条の２ （略） 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定め

る特別の事情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 育児休業をしている職員が産前の休業を始め

若しくは出産したことにより当該育児休業の承

認が効力を失い、又は第５条に規定する事由に

該当したことにより当該育児休業の承認が取り

消された後、当該産前の休業若しくは出産に係

る子若しくは同条に規定する承認に係る子が死

亡し、又は養子縁組等により職員と別居するこ

ととなったこと。 
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と。 

ア 前号ア又はイに掲げる場合 

イ 民法（明治29年法律第89号）第817条の２第

１項の規定による請求に係る家事審判事件が

終了した場合（特別養子縁組の成立の審判が

確定した場合を除く｡)又は養子縁組が成立し

ないまま児童福祉法第27条第１項第３号の規

定による措置が解除された場合 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して

１年を経過しない場合に育児短時間勤務をするこ

とができる特別の事情） 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に

規定する育児短時間勤務をいう。以下同じ｡)を

している職員（以下「育児短時間勤務職員」と

いう｡)が、産前の休業を始め、又は出産したこ

とにより、当該育児短時間勤務の承認が効力を

失った後、当該産前の休業又は出産に係る子が

第３条第１号ア又はイに掲げる場合に該当する

こととなったこと。 

 

 

 

(2) 育児短時間勤務職員が、第14条第１号に掲げ

る事由に該当したことにより当該育児短時間勤

務の承認が取り消された後、同号に規定する承

認に係る子が第３条第２号ア又はイに掲げる場

合に該当することとなったこと。 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

 

（部分休業の承認） 

第26条 （略） 

２ 一般職員勤務時間条例第15条若しくは市町村立

学校職員勤務時間条例第14条の規定による特別休

暇（女性職員が生後満１年に達しない生児を育て

る場合に承認されるものに限る｡)、一般職員勤務

時間条例第16条の２第１項若しくは市町村立学校

職員勤務時間条例第15条の２第１項の規定による

介護時間又は労働基準法（昭和22年法律第49号）

第67条の規定による育児時間の承認を受けて勤務

しない職員に対する部分休業の承認については、

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して

１年を経過しない場合に育児短時間勤務をするこ

とができる特別の事情） 

第11条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に

規定する育児短時間勤務をいう。以下同じ｡)を

している職員（以下「育児短時間勤務職員」と

いう｡)が産前の休業を始め若しくは出産したこ

とにより当該育児短時間勤務の承認が効力を失

い、又は第14条第１号に掲げる事由に該当した

ことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消

された後、当該産前の休業若しくは出産に係る

子若しくは同号に規定する承認に係る子が死亡

し、又は養子縁組等により職員と別居すること

となったこと。 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

 

（部分休業の承認） 

第26条 （略） 

２ 一般職員勤務時間条例第15条若しくは市町村立

学校職員勤務時間条例第14条の規定による特別休

暇（女性職員が生後満１年に達しない生児を育て

る場合に承認されるものに限る｡)又は労働基準法

（昭和22年法律第49号）第67条の規定による育児

時間を承認されている職員に対する部分休業の承

認については、１日につき２時間から当該特別休

暇又は育児時間を減じた時間を超えない範囲内で

行うものとする。 
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１日につき２時間から当該特別休暇、当該介護時

間又は当該育児時間の承認を受けて勤務しない時

間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとす

る。 

  （一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年新潟県条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動条等」という｡)

に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動後条等」

という｡)が存在する場合には当該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対応する移動後条等が存在しな

い場合には当該移動条等（以下この条において「削除条等」という｡)を削り、移動後条等に対応する移動条等

が存在しない場合には当該移動後条等（以下この条において「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条等を除く。以下この条において「改

正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び削除条等を除く。以下

この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （育児等を行う職員の深夜勤務等の制限) 

第９条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に達す

るまでの子（民法（明治29年法律第89号）第817

条の２第１項の規定により職員が当該職員との間

における同項に規定する特別養子縁組の成立につ

いて家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家

事審判事件が裁判所に係属している場合に限る｡)

であって、当該職員が現に監護するもの、児童福

祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号

の規定により同法第６条の４に規定する養子縁組

里親である職員に委託されている児童その他これ

らに準ずる者として人事委員会規則で定める者を

含む。以下この条において同じ｡)のある職員（職

員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午

後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下

この項において同じ｡)において常態として当該子

を保育することができるものとして人事委員会規

則で定める者に該当する場合における当該職員を

除く｡)が、当該子を養育するために請求した場合

には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深

夜における勤務をさせてはならない。 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの

子のある職員が、当該子を養育するために請求し

た場合には、当該請求をした職員の業務を処理す

るための措置を講ずることが著しく困難である場

合を除き、１月について24時間、１年について150

時間を超えて、前条第２項に規定する勤務（災害

その他避けることのできない事由に基づく臨時の

勤務を除く。第３項において同じ｡)をさせてはな

らない。 

 

 

 

（育児等を行う職員の深夜勤務等の制限） 

第９条の２ 任命権者は、小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の

親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前

５時までの間をいう。以下この項において同じ｡)

において常態として当該子を保育することができ

るものとして人事委員会規則で定める者に該当す

る場合における当該職員を除く｡)が、当該子を養

育するために請求した場合には、公務の正常な運

営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせ

てはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの

子のある職員が、当該子を養育するために請求し

た場合には、当該請求をした職員の業務を処理す

るための措置を講ずることが著しく困難である場

合を除き、１月について24時間、１年について150

時間を超えて、前条第２項に規定する勤務（災害

その他避けることのできない事由に基づく臨時の

勤務を除く。第４項において同じ｡)をさせてはな

らない。 

３ 前２項の規定は、第16条第１項に規定する日常

生活を営むのに支障がある者（以下この項におい

て「要介護者」という｡)を介護する職員について



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 １ 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

４ 前３項の規定は、第16条第１項に規定する日常

生活を営むのに支障がある者を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、第１項中「小

学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治29

年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職

員が当該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者

（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属し

ている場合に限る｡)であって、当該職員が現に監

護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４

に規定する養子縁組里親である職員に委託されて

いる児童その他これらに準ずる者として人事委員

会規則で定める者を含む。以下この条において同

じ｡)のある職員（職員の配偶者で当該子の親であ

るものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下この項において同じ｡)におい

て常態として当該子を保育することができるもの

として人事委員会規則で定める者に該当する場合

における当該職員を除く｡)が、当該子を養育」と

あり、第２項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員が、当該子を養育」とあり、及び

前項中「３歳に満たない子のある職員が、当該子

を養育」とあるのは､｢第16条第１項に規定する日

常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」

という｡)のある職員が、当該要介護者を介護」と、

第１項中「深夜における」とあるのは「深夜（午

後10時から翌日の午前５時までの間をいう｡)にお

ける」と、前項中「当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著しく困難で

ある」とあるのは「公務の正常な運営を妨げる」

と読み替えるものとする。 

５ （略） 

 

（休暇の種類） 

準用する。この場合において、第１項中「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の

配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10

時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この

項において同じ｡)において常態として当該子を保

育することができるものとして人事委員会規則で

定める者に該当する場合における当該職員を除

く｡)が、当該子を養育する」とあるのは「要介護

者のある職員が当該要介護者を介護する」と､｢深

夜に」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午

前５時までの間をいう｡)に」と、前項中「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員が、当該

子を養育する」とあるのは「要介護者のある職員

が当該要介護者を介護する」と読み替えるものと

する。 

４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ （略） 

 

（休暇の種類） 
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第12条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇とす

る。 

 

（介護休暇） 

第16条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届

出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む｡)、１親等の親族その他人事委員会規則

で定める者で負傷、疾病又は老齢により人事委員

会規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに

支障があるものをいう。以下同じ｡)の介護をする

ため、任命権者が、人事委員会規則の定めるとこ

ろにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範

囲内で指定する期間（以下「指定期間」という｡)

内において勤務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇とする。 

２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と

認められる期間とする。 

 

 

３ （略) 

 

（介護時間） 

第16条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護を

するため、要介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を

除く｡)内において１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇とする。 

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内にお

いて１日につき２時間を超えない範囲内で必要と

認められる時間とする。 

３ 前条第３項の規定は、介護時間について準用す

る。 

 

（組合休暇） 

第17条 （略） 

２ 第16条第３項の規定は、組合休暇について準用

する。 

 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び

組合休暇の承認） 

第18条 病気休暇、特別休暇（人事委員会規則で定

めるものを除く｡)、介護休暇、介護時間及び組合

休暇については、人事委員会規則の定めるところ

により、任命権者の承認を受けなければならない。 

第12条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇及び組合休暇とする。 

 

 

（介護休暇） 

第16条 介護休暇は、職員が配偶者（届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む｡)、

１親等の親族その他人事委員会規則で定める者で

負傷、疾病又は老齢により人事委員会規則で定め

る期間にわたり日常生活を営むのに支障があるも

のの介護をするため、勤務しないことが相当であ

ると認められる場合における休暇とする。 

 

 

 

 

 

 

２ 介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が

同項に規定する介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する６月の期間内において必要と

認められる期間とする。 

３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（組合休暇） 

第17条 （略） 

２ 前条第３項の規定は、組合休暇について準用す

る。 

 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇の

承認） 

第18条 病気休暇、特別休暇（人事委員会規則で定

めるものを除く｡)、介護休暇及び組合休暇につい

ては、人事委員会規則の定めるところにより、任

命権者の承認を受けなければならない。 

  （市町村立学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第３条 市町村立学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年新潟県条例第５号）の一部を次のように
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改正する。 

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動条等」という｡)

に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動後条等」

という｡)が存在する場合には当該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対応する移動後条等が存在しな

い場合には当該移動条等（以下この条において「削除条等」という｡)を削り、移動後条等に対応する移動条等

が存在しない場合には当該移動後条等（以下この条において「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条等を除く。以下この条において「改

正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び削除条等を除く。以下

この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （育児等を行う職員の深夜勤務等の制限） 

第８条の２ 市町村教育委員会は、小学校就学の始

期に達するまでの子（民法（明治29年法律第89号）

第817条の２第１項の規定により職員が当該職員と

の間における同項に規定する特別養子縁組の成立

について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係

る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る｡)であって、当該職員が現に監護するもの、児

童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第

３号の規定により同法第６条の４に規定する養子

縁組里親である職員に委託されている児童その他

これらに準ずる者として人事委員会規則で定める

者を含む。以下この条において同じ｡)のある職員

（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜

（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。

以下この項において同じ｡)において常態として当

該子を保育することができるものとして人事委員

会規則で定める者に該当する場合における当該職

員を除く｡)が、当該子を養育するために請求した

場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、

深夜における勤務をさせてはならない。 

２ 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員が、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である場合を除き、１月について24時間、１年に

ついて150時間を超えて、前条第２項に規定する勤

務（災害その他避けることのできない事由に基づ

く臨時の勤務を除く。第３項において同じ｡)をさ

せてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（育児等を行う職員の深夜勤務等の制限） 

第８条の２ 市町村教育委員会は、小学校就学の始

期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で

当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌

日の午前５時までの間をいう。以下この項におい

て同じ｡)において常態として当該子を保育するこ

とができるものとして人事委員会規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除く｡)が、当

該子を養育するために請求した場合には、公務の

正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤

務をさせてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市町村教育委員会は、小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員が、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である場合を除き、１月について24時間、１年に

ついて150時間を超えて、前条第２項に規定する勤

務（災害その他避けることのできない事由に基づ

く臨時の勤務を除く。第４項において同じ｡)をさ

せてはならない。 

３ 前２項の規定は、第15条第１項に規定する日常

生活を営むのに支障がある者（以下この項におい

て「要介護者」という｡)を介護する職員について

準用する。この場合において、第１項中「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の

配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10

時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この

項において同じ｡)において常態として当該子を保

育することができるものとして人事委員会規則で



号 外 １ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 

25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

４ 前３項の規定は、第15条第１項に規定する日常

生活を営むのに支障がある者を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、第１項中「小

学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治29

年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職

員が当該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者

（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属し

ている場合に限る｡)であって、当該職員が現に監

護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第27条第１項第３号の規定により同法第６条の４

に規定する養子縁組里親である職員に委託されて

いる児童その他これらに準ずる者として人事委員

会規則で定める者を含む。以下この条において同

じ｡)のある職員（職員の配偶者で当該子の親であ

るものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下この項において同じ｡)におい

て常態として当該子を保育することができるもの

として人事委員会規則で定める者に該当する場合

における当該職員を除く｡)が、当該子を養育」と

あり、第２項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員が、当該子を養育」とあり、及び

前項中「３歳に満たない子のある職員が、当該子

を養育」とあるのは､｢第15条第１項に規定する日

常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」

という｡)のある職員が、当該要介護者を介護」と、

第１項中「深夜における」とあるのは「深夜（午

後10時から翌日の午前５時までの間をいう｡)にお

ける」と、前項中「当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著しく困難で

ある」とあるのは「公務の正常な運営を妨げる」

と読み替えるものとする。 

５ （略） 

 

（休暇の種類） 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇とす

る。 

 

（介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届

定める者に該当する場合における当該職員を除

く｡)が、当該子を養育する」とあるのは「要介護

者のある職員が当該要介護者を介護する」と､｢深

夜に」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午

前５時までの間をいう｡)に」と、前項中「小学校

就学の始期に達するまでの子のある職員が、当該

子を養育する」とあるのは「要介護者のある職員

が当該要介護者を介護する」と読み替えるものと

する。 

４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ （略） 

 

（休暇の種類） 

第11条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇及び組合休暇とする。 

 

 

（介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が配偶者（届出をしない
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出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む｡)、１親等の親族その他人事委員会規則

で定める者で負傷、疾病又は老齢により人事委員

会規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに

支障があるものをいう。以下同じ｡)の介護をする

ため、市町村教育委員会が、人事委員会規則の定

めるところにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を

超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」

という｡)内において勤務しないことが相当である

と認められる場合における休暇とする。 

２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と

認められる期間とする。 

 

 

３ 介護休暇については、市町村立学校職員の給与

に関する条例第16条の２の規定にかかわらず、そ

の勤務しない１時間につき、同条例第16条に規定

する勤務１時間当たりの給与額を控除する。 

 

（介護時間） 

第15条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護を

するため、要介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を

除く｡)内において１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇とする。 

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内にお

いて１日につき２時間を超えない範囲内で必要と

認められる時間とする。 

３ 前条第３項の規定は、介護時間について準用す

る。 

 

（組合休暇） 

第16条 （略） 

２ 第15条第３項の規定は、組合休暇について準用

する。 

 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び

組合休暇の承認） 

第17条 病気休暇、特別休暇（人事委員会規則で定

めるものを除く｡)、介護休暇、介護時間及び組合

休暇については、人事委員会規則の定めるところ

により、市町村教育委員会の承認を受けなければ

ならない。 

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む｡)、

１親等の親族その他人事委員会規則で定める者で

負傷、疾病又は老齢により人事委員会規則で定め

る期間にわたり日常生活を営むのに支障があるも

のの介護をするため、勤務しないことが相当であ

ると認められる場合における休暇とする。 

 

 

 

 

 

 

２ 介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が

同項に規定する介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する６月の期間内において必要と

認められる期間とする。 

３ 介護休暇については、市町村立学校職員の給与

に関する条例第16条の２の規定にかかわらず、そ

の勤務しない１時間につき、同条例第16条に規定

する勤務１時間当たりの給料額を控除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（組合休暇） 

第16条 （略） 

２ 前条第３項の規定は、組合休暇について準用す

る。 

 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇の

承認） 

第17条 病気休暇、特別休暇（人事委員会規則で定

めるものを除く｡)、介護休暇及び組合休暇につい

ては、人事委員会規則の定めるところにより、市

町村教育委員会の承認を受けなければならない。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置)  
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２ 第２条の規定による改正前の一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第18条の規定により介護休暇の

承認を受けた職員であって、この条例の施行の日（以下「施行日」という｡)において当該介護休暇の初日（以

下この項において単に「初日」という｡)から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係る第２条

の規定による改正後の一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第16条第１項に規定する指定期間につい

ては、任命権者は、人事委員会規則の定めるところにより、初日から当該職員の申出に基づく施行日以後の日

（初日から起算して６月を経過する日までの日に限る｡)までの期間を指定するものとする。  

３ 第３条の規定による改正前の市町村立学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例第17条の規定により介護休

暇の承認を受けた職員であって、施行日において当該介護休暇の初日（以下この項において単に「初日」とい

う｡)から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係る第３条の規定による改正後の市町村立学校

職員の勤務時間、休暇等に関する条例第15条第１項に規定する指定期間については、市町村教育委員会は、人

事委員会規則の定めるところにより、初日から当該職員の申出に基づく施行日以後の日（初日から起算して６

月を経過する日までの日に限る｡)までの期間を指定するものとする。 

４ 施行日から平成29年３月31日までの間は、第２条の規定による改正後の一般職の職員の勤務時間、休暇等に

関する条例第９条の２第１項及び第３条の規定による改正後の市町村立学校職員の勤務時間、休暇等に関する

条例第８条の２第１項中「に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童」とあるのは､｢第１項に

規定する里親である職員に委託されている児童のうち、当該職員が養子縁組によって養親となることを希望し

ている者」とする。 

 （人事委員会規則への委任） 

５ 前３項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 
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新潟県条例第４号 

新潟県情報公開条例の一部を改正する条例 

新潟県情報公開条例（平成13年新潟県条例第57号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く｡)に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（行政文書の公開義務） 

第７条 実施機関は、公開請求があったときは、公

開請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報

（以下「非公開情報」という｡)のいずれかが記録

されている場合を除き、公開請求者に対し、当該

行政文書を公開しなければならない。  

 (1) （略） 

 (2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事

業に関する情報を除く｡)であって、当該情報に

含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、

図画若しくは電磁的記録に記載され、若しくは

記録され、又は音声、動作その他の方法を用い

て表された一切の事項をいう。次条第２項にお

いて同じ｡)により特定の個人を識別することが

できるもの（他の情報と照合することができ、

それにより特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む｡)又は特定の個人を識別

することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。

ただし、次に掲げる情報を除く。  

  ア～ウ （略） 

 (3)～(6) （略） 

 

（部分公開） 

第８条 （略） 

２ 公開請求に係る行政文書に前条第２号の情報

（特定の個人を識別することができるものに限

る｡)が記録されている場合において、当該情報の

うち、氏名、生年月日その他の特定の個人を識別

することができることとなる記述等の部分を除く

ことにより、公にしても、個人の権利利益が害さ

れるおそれがないと認められるときは、当該部分

を除いた部分は、同号の情報に含まれないものと

みなして、前項の規定を適用する。 

 

（審査会の設置等） 

第19条 （略） 

２～７ （略） 

８ 審査会は、その定めるところにより、部会の決

議をもって審査会の決議とすることができる。 

（行政文書の公開義務） 

第７条 実施機関は、公開請求があったときは、公

開請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報

（以下「非公開情報」という｡)のいずれかが記録

されている場合を除き、公開請求者に対し、当該

行政文書を公開しなければならない。  

 (1) （略） 

 (2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事

業に関する情報を除く｡)であって、特定の個人

が識別され、若しくは識別され得るもの又は特

定の個人を識別することはできないが、公にす

ることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。 

 

 

 

 

 

 

  ア～ウ （略） 

 (3)～(6) （略） 

 

（部分公開） 

第８条 （略） 

２ 公開請求に係る行政文書に前条第２号の情報

（特定の個人が識別され、又は識別され得るもの

に限る｡)が記録されている場合において、当該情

報のうち、特定の個人が識別され、又は識別され

得ることとなる記述等の部分を除くことにより、

公にしても、個人の権利利益が害されるおそれが

ないと認められるときは、当該部分を除いた部分

は、同号の情報に含まれないものとみなして、前

項の規定を適用する。 

 

（審査会の設置等） 

第19条 （略） 

２～７ （略） 

附 則 

 この条例は、新潟県個人情報保護条例の一部を改正する条例（平成29年新潟県条例第５号）の施行の日から施 

行する。ただし、第19条に１項を加える改正は、公布の日から施行する。 
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新潟県条例第５号 

新潟県個人情報保護条例の一部を改正する条例 

新潟県個人情報保護条例（平成17年新潟県条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「削除条」という｡)を削り、同表の改正後の欄中条、

号及び号の細目の表示に下線が引かれた条、号及び号の細目（以下「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び削除条を除く。以下「改正部分」という｡)に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、号及び号の細目の表示並びに追加条等を除く。以下「改正後部

分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在

しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加

える。 

改 正 後 改 正 前 
  

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 個人情報 個人に関する情報であって、次の

ア又はイのいずれかに該当するものをいう。 

  ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られた

記録をいう。以下同じ｡)に記載され、若しく

は記録され、又は音声、動作その他の方法を

用いて表された一切の事項（個人識別符号を

除く｡)をいう。以下同じ｡)により特定の個人

を識別することができるもの（他の情報と照

合することができ、それにより特定の個人を

識別することができることとなるものを含む｡) 

  イ 個人識別符号が含まれるもの 

 (1)の２ 個人識別符号 行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58

号）第２条第３項に規定する個人識別符号をい

う。 

 (2) （略） 

 (3) 行政文書 実施機関の職員（県が設立した地

方独立行政法人にあっては、役員を含む。以下

この項及び第57条において同じ｡)が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録で

あって、当該実施機関の職員が組織的に用いる

ものとして、当該実施機関が保有しているもの

をいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

 

 

 

  ア・イ （略） 

 (4)～(7)  （略） 

 (8) 本人 個人情報によって識別される特定の個

人をいう。 

 (9) （略） 

 

 （保有個人情報の開示義務） 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 個人情報 個人に関する情報であって、特定

の個人が識別され、又は識別され得るものをい

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) （略） 

 (3) 行政文書 実施機関の職員（県が設立した地

方独立行政法人にあっては、役員を含む。以下

この項及び第57条において同じ｡)が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られた記録

をいう。以下同じ｡)であって、当該実施機関の

職員が組織的に用いるものとして、当該実施機

関が保有しているものをいう。ただし、次に掲

げるものを除く。 

  ア・イ （略） 

 (4)～(7)  （略） 

 (8) 本人 個人情報から識別され、又は識別され

得る個人をいう。 

 (9) （略） 

 

 （保有個人情報の開示義務） 
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第17条 実施機関は、開示請求があったときは、開

示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情

報（以下「非開示情報」という｡)のいずれかが含

まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該

保有個人情報を開示しなければならない。 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を

営む個人の当該事業に関する情報を除く｡)であ

って、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により開示請求者以外の特定の個人

を識別することができるもの（他の情報と照合

することにより、開示請求者以外の特定の個人

を識別することができることとなるものを含む｡)

若しくは個人識別符号が含まれるもの又は開示

請求者以外の特定の個人を識別することはでき

ないが、開示することにより、なお開示請求者

以外の個人の権利利益を害するおそれがあるも

の。ただし、次に掲げる情報を除く。 

  ア～ウ （略） 

 (4)～(7) （略） 

 

 （部分開示） 

第18条 （略） 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第３号の情

報（開示請求者以外の特定の個人を識別すること

ができるものに限る｡)が含まれている場合におい

て、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の開

示請求者以外の特定の個人を識別することができ

ることとなる記述等及び個人識別符号の部分を除

くことにより、開示しても、開示請求者以外の個

人の権利利益が害されるおそれがないと認められ

るときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報

に含まれないものとみなして、前項の規定を適用

する。 

 

第40条 （略） 

 

第41条及び第42条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第17条 実施機関は、開示請求があったときは、開

示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情

報（以下「非開示情報」という｡)のいずれかが含

まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該

保有個人情報を開示しなければならない。 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を

営む個人の当該事業に関する情報を除く｡)であ

って、開示請求者以外の特定の個人が識別され、

若しくは識別され得るもの又は開示請求者以外

の特定の個人を識別することはできないが、開

示することにより、なお開示請求者以外の個人

の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、

次に掲げる情報を除く。 

 

 

 

 

  ア～ウ （略） 

 (4)～(7) （略） 

 

 （部分開示） 

第18条 （略） 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第３号の情

報（開示請求者以外の特定の個人が識別され、又

は識別され得るものに限る｡)が含まれている場合

において、当該情報のうち、開示請求者以外の特

定の個人が識別され、又は識別され得ることとな

る記述等の部分を除くことにより、開示しても、

開示請求者以外の個人の権利利益が害されるおそ

れがないと認められるときは、当該部分を除いた

部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、

前項の規定を適用する。 

 

 

第40条 （略） 

 

 

 

 （事業者に対する措置） 

第41条 知事は、前条の処理のために必要があると

認めるときは、事実を明らかにするために必要な

限度において、事業者に対して、説明又は資料の

提出を求めることができる。 

２ 知事は、前項に規定する説明又は資料の提出の

結果、事業者が行う個人情報の取扱いが不適正で

あると認めるときは、必要な限度において、当該

事業者に対して、個人情報の適正な取扱いについ

て助言することができる。 

３ 知事は、前項の規定による助言をした場合にお

いて、事業者が行う個人情報の取扱いが改善され
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 （審議手続の非公開） 

第47条 第37条第１項の規定により審査会の権限に

属させられた事項の審議の手続は、公開しない。 

 

 

 （他の法令等との調整等） 

第51条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第３章の規定は、第１項の規定により第２章、

第３章及び第７章の規定を適用しないこととされ

る保有個人情報のほか、法律の規定により行政機

関の保有する個人情報の保護に関する法律第４章

の規定を適用しないこととされる保有個人情報に

ついては、適用しない。 

ていないと認めるときは、審査会の意見を聴いた

上で、当該事業者に対して、その取扱いを是正す

るよう勧告することができる。 

４ 知事は、第１項の規定により説明若しくは資料

の提出を求められた事業者が正当な理由がなく説

明若しくは資料の提出をしなかったとき、又は前

項の規定による勧告を受けた事業者が正当な理由

がなくその勧告に従わないときは、審査会の意見

を聴いた上で、その事実に関する情報を県民に提

供することができる。この場合において、知事は、

あらかじめ、当該事業者に対して、意見を述べる

機会を与えなければならない。 

 

 （適用除外） 

第42条 事業者のうち次の各号に掲げるものについ

ては、その個人情報を取り扱う目的の全部又は一

部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるとき

は、前条の規定は、適用しない。 

 (1) 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関

（報道を業として行う個人を含む｡) 報道の用

に供する目的 

 (2) 著述を業として行う者 著述の用に供する目

的 

 (3) 大学その他の学術研究を目的とする機関若し

くは団体又はそれらに属する者 学術研究の用

に供する目的 

 (4) 宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を

含む｡)の用に供する目的 

 (5) 政治団体 政治活動（これに付随する活動を

含む｡)の用に供する目的 

２ 前項第１号に規定する「報道」とは、不特定か

つ多数の者に対して客観的事実を事実として知ら

せること（これに基づいて意見又は見解を述べる

ことを含む｡)をいう。 

 

 （審議手続の非公開） 

第47条 第37条第１項並びに第41条第３項及び第４

項の規定により審査会の権限に属させられた事項

の審議の手続は、公開しない。 

 

 （他の法令等との調整等） 

第51条 （略） 

２・３ （略） 

４ 第３章の規定は、第１項の規定により第２章、

第３章及び第７章の規定を適用しないこととされ

る保有個人情報のほか、法律の規定により行政機

関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

15年法律第58号）第４章の規定を適用しないこと

とされる保有個人情報については、適用しない。 
  
附 則 

 この条例は、行政機関等の保有する個人情報の適正かつ効果的な活用による新たな産業の創出並びに活力ある 
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経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するための関係法律の整備に関する法律（平成28年法律第51号）の施行 

の日から施行する。ただし、第41条、第42条及び第47条の改正は、平成29年５月30日から施行する。 

 

新潟県条例第６号 

新潟県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

新潟県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年新潟県条例第57号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（特定個人情報の提供） 

第４条 法第19条第10号の条例で定める特定個人情

報を提供することができる場合は、別表第３の第

１欄に掲げる執行機関が、同表の第３欄に掲げる

執行機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処

理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個

人情報の提供を求めた場合において、同表の第３

欄に掲げる執行機関が当該特定個人情報を提供す

るときとする。 

２ （略） 

（特定個人情報の提供） 

第４条 法第19条第９号の条例で定める特定個人情

報を提供することができる場合は、別表第３の第

１欄に掲げる執行機関が、同表の第３欄に掲げる

執行機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処

理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個

人情報の提供を求めた場合において、同表の第３

欄に掲げる執行機関が当該特定個人情報を提供す

るときとする。 

２ （略） 
  

附 則 

この条例は、平成29年５月30日から施行する。 
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新潟県条例第７号 

法人の県民税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 法人の県民税の特例に関する条例（昭和50年新潟県条例第29号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （法人税割の税率の特例） 

第２条 昭和50年８月１日から平成34年３月31日ま

での間に開始する各事業年度分の法人税割及び平

成34年３月31日までの間に開始する各連結事業年

度（法人税法（昭和40年法律第34号）第15条の２

に規定する連結事業年度をいう。以下同じ｡)分の

法人税割の税率は、県税条例第22条の規定にかか

わらず、100分の４とする。 

（法人税割の税率の特例） 

第２条 昭和50年８月１日から平成29年３月31日ま

での間に開始する各事業年度分の法人税割及び平

成29年３月31日までの間に開始する各連結事業年

度（法人税法（昭和40年法律第34号）第15条の２

に規定する連結事業年度をいう。以下同じ｡)分の

法人税割の税率は、県税条例第22条の規定にかか

わらず、100分の４とする。 

  第２条 法人の県民税の特例に関する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （法人税割の税率の特例） 

第２条 昭和50年８月１日から平成34年３月31日ま

での間に開始する各事業年度分の法人税割及び平

成34年３月31日までの間に開始する各連結事業年

度（法人税法（昭和40年法律第34号）第15条の２

に規定する連結事業年度をいう。以下同じ｡)分の

法人税割の税率は、県税条例第22条の規定にかか

わらず、100分の1.8とする。 

 

（中小法人等に対する不均一課税） 

第３条 県内に事務所又は事業所を有する法人のう

ち、資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下

のもの又は資本若しくは出資を有しないもの（保

険業法（平成７年法律第105号）に規定する相互会

社を除き、地方税法（昭和25年法律第226号）第24

条第６項において法人とみなされるものを含む｡)

であつて、かつ、法人税割の課税標準となる法人

税額又は個別帰属法人税額（地方税法第23条第１

項第４号の２に規定する個別帰属法人税額をいう。

以下同じ｡)が年1,000万円以下のものに対する各事

業年度分又は各連結事業年度分の法人税割額は、

前条の規定を適用して計算した法人税割額から当

該法人税割額に1.8分の0.8を乗じて計算した額に

相当する額を控除した金額とする。 

２～５ （略） 

（法人税割の税率の特例） 

第２条 昭和50年８月１日から平成34年３月31日ま

での間に開始する各事業年度分の法人税割及び平

成34年３月31日までの間に開始する各連結事業年

度（法人税法（昭和40年法律第34号）第15条の２

に規定する連結事業年度をいう。以下同じ｡)分の

法人税割の税率は、県税条例第22条の規定にかか

わらず、100分の４とする。 

 

（中小法人等に対する不均一課税） 

第３条 県内に事務所又は事業所を有する法人のう

ち、資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下

のもの又は資本若しくは出資を有しないもの（保

険業法（平成７年法律第105号）に規定する相互会

社を除き、地方税法（昭和25年法律第226号）第24

条第６項において法人とみなされるものを含む｡)

であつて、かつ、法人税割の課税標準となる法人

税額又は個別帰属法人税額（地方税法第23条第１

項第４号の２に規定する個別帰属法人税額をいう。

以下同じ｡)が年1,000万円以下のものに対する各事

業年度分又は各連結事業年度分の法人税割額は、

前条の規定を適用して計算した法人税割額から当

該法人税割額に４分の0.8を乗じて計算した額に相

当する額を控除した金額とする。 

２～５ （略） 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。ただし、第２条及び次項の規定は、平成31年10月１日から施

行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の法人の県民税の特例に関する条例の規定は、平成31年10月１日以後に開始する

事業年度分の法人の県民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の県民税について適用し、同日前に
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開始した事業年度分の法人の県民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の県民税については、なお従

前の例による。 
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新潟県条例第８号 

新潟県県税条例及び新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例の一部を改正す

る条例 

（新潟県県税条例の一部改正） 

第１条 新潟県県税条例（平成18年新潟県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正

後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（法人の課税標準の区分経理） 

第30条 （略） 

２ 電気供給業、ガス供給業、保険業又は貿易保険

業とその他の事業とを併せて行う法人で事業税の

納税義務があるものは、それぞれの事業に関する

経理を区分して行わなければならない。 

 

（法人の事業税の税率等） 

第31条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業、

保険業及び貿易保険業を除く。第３項において同

じ｡)に対する事業税の額は、次の各号に掲げる法

人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める金額

とする。 

(1)～(3) （略） 

２ 電気供給業、ガス供給業、保険業及び貿易保険

業に対する事業税の額は、各事業年度の収入金額

に100分の1.3を乗じて得た金額とする。 

３ （略） 

 

附 則 

 

（法人の事業税の税率の特例） 

第17条 租税特別措置法第68条第１項の規定に該当

する法人の同項の規定に該当する各事業年度に係

る事業税の額は、第31条の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める金額とする。 

(1) 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業、

保険業及び貿易保険業を除く｡) 次の表の左欄

に掲げる金額の区分によって各事業年度の所得

を区分し、当該区分に応ずる同表の右欄に掲げ

る率を乗じて計算した金額の合計額 

（略） 

(2) 電気供給業、ガス供給業、保険業及び貿易保

険業 各事業年度の収入金額に100分の1.3を乗

じて得た金額 

２ （略） 

 

（税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地

方税体系の構築が行われるまでの間の措置として

（法人の課税標準の区分経理） 

第30条 （略） 

２ 電気供給業、ガス供給業又は保険業とその他の

事業とを併せて行う法人で事業税の納税義務があ

るものは、それぞれの事業に関する経理を区分し

て行わなければならない。 

 

（法人の事業税の税率等） 

第31条 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業

及び保険業を除く。第３項において同じ｡)に対す

る事業税の額は、次の各号に掲げる法人の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める金額とする。 

 

(1)～(3) （略） 

２ 電気供給業、ガス供給業及び保険業に対する事

業税の額は、各事業年度の収入金額に100分の1.3

を乗じて得た金額とする。 

３ （略） 

 

附 則 

 

（法人の事業税の税率の特例） 

第17条 租税特別措置法第68条第１項の規定に該当

する法人の同項の規定に該当する各事業年度に係

る事業税の額は、第31条の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める金額とする。 

(1) 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業及

び保険業を除く｡) 次の表の左欄に掲げる金額

の区分によって各事業年度の所得を区分し、当

該区分に応ずる同表の右欄に掲げる率を乗じて

計算した金額の合計額 

（略） 

(2) 電気供給業、ガス供給業及び保険業 各事業

年度の収入金額に100分の1.3を乗じて得た金額 

 

２ （略） 

 

（税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地

方税体系の構築が行われるまでの間の措置として
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の法人の事業税の税率の特例） 

第17条の２ 法人の行う事業（電気供給業、ガス供

給業、保険業及び貿易保険業を除く。第３項にお

いて同じ｡)に対する事業税（平成28年４月１日以

後に開始する各事業年度に係る法人の事業税（以

下「暫定措置に係る法人の事業税」という｡)に限

る｡)の額は、第31条第１項及び第３項並びに前条

第１項第１号及び第２項の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める金額とする。 

(1)～(3) （略） 

２ 電気供給業、ガス供給業、保険業及び貿易保険

業に対する事業税（暫定措置に係る法人の事業税

に限る｡)の額は、第31条第２項及び前条第１項第

２号の規定にかかわらず、各事業年度の収入金額

に100分の0.9を乗じて得た金額とする。 

３ （略） 

 

第17条の３ 租税特別措置法第68条第１項の規定に

該当する法人の同項の規定に該当する各事業年度

に係る事業税（暫定措置に係る法人の事業税に限

る｡)の額は、前条の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める金額とする。 

(1) 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業、

保険業及び貿易保険業を除く｡) 次の表の左欄

に掲げる金額の区分によって各事業年度の所得

を区分し、当該区分に応ずる同表の右欄に掲げ

る率を乗じて計算した金額の合計額 

（略） 

(2) 電気供給業、ガス供給業、保険業及び貿易保

険業 各事業年度の収入金額に100分の0.9を乗

じて得た金額 

２ （略） 

 

（自動車税の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電

気を動力源とする自動車で内燃機関を有しないも

のをいう。以下この条において同じ｡)、天然ガス

自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料と

して用いる自動車で施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ｡)、メタノール自動車（専

らメタノールを内燃機関の燃料として用いる自動

車で施行規則で定めるものをいう｡)、混合メタノ

ール自動車（メタノールとメタノール以外のもの

との混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の

燃料として用いる自動車で施行規則で定めるもの

をいう｡)及びガソリンを内燃機関の燃料として用

いる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で

併せて電気その他の施行規則で定めるものを動力

源として用いるものであって、廃エネルギーを回

の法人の事業税の税率の特例） 

第17条の２ 法人の行う事業（電気供給業、ガス供

給業及び保険業を除く。第３項において同じ｡)に

対する事業税（平成28年４月１日以後に開始する

各事業年度に係る法人の事業税（以下「暫定措置

に係る法人の事業税」という｡)に限る｡)の額は、

第31条第１項及び第３項並びに前条第１項第１号

及び第２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

金額とする。 

(1)～(3) （略） 

２ 電気供給業、ガス供給業及び保険業に対する事

業税（暫定措置に係る法人の事業税に限る｡)の額

は、第31条第２項及び前条第１項第２号の規定に

かかわらず、各事業年度の収入金額に100分の0.9

を乗じて得た金額とする。 

３ （略） 

 

第17条の３ 租税特別措置法第68条第１項の規定に

該当する法人の同項の規定に該当する各事業年度

に係る事業税（暫定措置に係る法人の事業税に限

る｡)の額は、前条の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める金額とする。 

(1) 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業及

び保険業を除く｡) 次の表の左欄に掲げる金額

の区分によって各事業年度の所得を区分し、当

該区分に応ずる同表の右欄に掲げる率を乗じて

計算した金額の合計額 

（略） 

(2) 電気供給業、ガス供給業及び保険業 各事業

年度の収入金額に100分の0.9を乗じて得た金額 

 

２ （略） 

 

（自動車税の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電

気を動力源とする自動車で内燃機関を有しないも

のをいう。以下この条において同じ｡)、天然ガス

自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料と

して用いる自動車で施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ｡)、メタノール自動車（専

らメタノールを内燃機関の燃料として用いる自動

車で施行規則で定めるものをいう｡)、混合メタノ

ール自動車（メタノールとメタノール以外のもの

との混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の

燃料として用いる自動車で施行規則で定めるもの

をいう｡)及びガソリンを内燃機関の燃料として用

いる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で

併せて電気その他の施行規則で定めるものを動力

源として用いるものであって、廃エネルギーを回
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収する機能を備えていることにより大気汚染防止

法（昭和43年法律第97号）第２条第16項に規定す

る自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので施

行規則で定めるものをいう。次項第３号において

同じ｡)並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)及

び被けん引自動車を除く｡)に対する当該各号に定

める年度以後の年度分の自動車税の税率は、１台

につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲げ

る自動車の区分に応じ、それぞれ同表の重課税率

の欄に掲げる額とする。 

(1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成16年３月31日までに

最初の道路運送車両法第７条第１項に規定する

新規登録（以下この条において「新車新規登録」

という｡)を受けたもの 新車新規登録を受けた

日から起算して14年を経過した日の属する年度 

(2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

18年３月31日までに新車新規登録を受けたもの 

 新車新規登録を受けた日から起算して12年を

経過した日の属する年度 

２ 次に掲げる自動車が平成28年４月１日から平成

29年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合には、平成29年度分の自動車税に限り、当該自

動車の自動車税の税率は、１台につき、附則別表

第１の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に

応じ、それぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる

額とする。 

 

 

(1)～(3) （略） 

(4) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭

和54年法律第49号）第80条第１号イに規定する

エネルギー消費効率（以下この項及び次項にお

いて「エネルギー消費効率」という｡)が同法第

78条第１項の規定により定められるエネルギー

消費機器等製造事業者等の判断の基準となるべ

き事項を勘案して施行規則で定めるエネルギー

消費効率（次項において「基準エネルギー消費

効率」という｡)であって平成32年度以降の各年

度において適用されるべきものとして定められ

たものに100分の110を乗じて得た数値以上の自

動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車

両法第41条の規定により平成17年10月１日以降

に適用されるべきものとして定められた排出ガ

ス保安基準に定める窒素酸化物の値で施行規則

で定めるもの（次項において「平成17年窒素酸

化物排出許容限度」という｡)の４分の１を超え

ないもので施行規則で定めるもの 

 

 

収する機能を備えていることにより大気汚染防止

法（昭和43年法律第97号）第２条第16項に規定す

る自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので施

行規則で定めるものをいう。次項第３号において

同じ｡)並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)及

び被けん引自動車を除く｡)に対する平成28年度分

の自動車税の税率は、１台につき、附則別表第１

の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、

それぞれ同表の重課税率の欄に掲げる額とする。 

 

(1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成15年３月31日までに

最初の道路運送車両法第７条第１項に規定する

新規登録（以下この条において「新車新規登録」

という｡)を受けたもの 

 

(2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

17年３月31日までに新車新規登録を受けたもの 

 

 

２ 次に掲げる自動車が平成26年４月１日から平成

27年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合にあっては平成27年度分の自動車税に限り、当

該自動車が同年４月１日から平成28年３月31日ま

での間に新車新規登録を受けた場合にあっては平

成28年度分の自動車税に限り、当該自動車の自動

車税の税率は、１台につき、附則別表第１の自動

車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、それ

ぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる額とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭

和54年法律第49号）第80条第１号イに規定する

エネルギー消費効率（以下この条において「エ

ネルギー消費効率」という｡)が同法第78条第１

項の規定により定められるエネルギー消費機器

等製造事業者等の判断の基準となるべき事項を

勘案して施行規則で定めるエネルギー消費効率

（以下この号において「基準エネルギー消費効

率」という｡)であって平成27年度以降の各年度

において適用されるべきものとして定められた

もの（次項において「平成27年度基準エネルギ

ー消費効率」という｡)に100分の120を乗じて得

た数値以上かつ平成32年度基準エネルギー消費

効率（基準エネルギー消費効率であって平成32

年度以降の各年度において適用されるべきもの

として定められたものをいう｡)以上の自動車の

うち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第

41条の規定により平成17年10月１日以降に適用

されるべきものとして定められた排出ガス保安

基準に定める窒素酸化物の値で施行規則で定め
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(5) （略） 

３ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率

であって平成27年度以降の各年度において適用さ

れるべきものとして定められたものに100分の120

を乗じて得た数値以上の自動車のうち窒素酸化物

の排出量が平成17年窒素酸化物排出許容限度の４

分の１を超えないもので施行規則で定めるもの（前

項の規定の適用を受ける自動車を除く｡)が平成28

年４月１日から平成29年３月31日までの間に新車

新規登録を受けた場合には、平成29年度分の自動

車税に限り、当該自動車の自動車税の税率は、１

台につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲

げる自動車の区分に応じ、それぞれ同表の中間軽

課税率の欄に掲げる額とする。 

 

４・５ （略） 

るもの（次項において「平成17年窒素酸化物排

出許容限度」という｡)の４分の１を超えないも

ので施行規則で定めるもの 

(5) （略） 

３ エネルギー消費効率が平成27年度基準エネルギ

ー消費効率に100分の110を乗じて得た数値以上の

自動車のうち窒素酸化物の排出量が平成17年窒素

酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもので

施行規則で定めるもの（前項の規定の適用を受け

る自動車を除く｡)が平成26年４月１日から平成27

年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場合

にあっては平成27年度分の自動車税に限り、当該

自動車が同年４月１日から平成28年３月31日まで

の間に新車新規登録を受けた場合にあっては平成

28年度分の自動車税に限り、当該自動車の自動車

税の税率は、１台につき、附則別表第１の自動車

の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、それぞ

れ同表の中間軽課税率の欄に掲げる額とする。 

４・５ （略） 
  

第２条 新潟県県税条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中款、条、項及び号の表示に下線が引かれた款、条、項及び号（以下この条において「移

動款等」という｡)に対応する同表の改正後の欄中款、条、項及び号の表示に下線が引かれた款、条、項及び号

（以下この条において「移動後款等」という｡)が存在する場合には当該移動款等を当該移動後款等とし、移動

款等に対応する移動後款等が存在しない場合には当該移動款等（以下この条において「削除款等」という｡)を

削り、移動後款等に対応する移動款等が存在しない場合には当該移動後款等（以下この条において「追加款等」

という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに削除款等を除く。以下この条におい

て「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（款、条、項及び号の表示並びに

追加款等を除く。以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後

部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応す

る改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
目次 

第１章 （略） 

第２章 普通税 

第１節～第５節 （略） 

第５節の２ 削除 

 

第５節の３ （略） 

第６節 自動車税 

第１款 通則（第57条） 

第２款 環境性能割（第58条－第63条） 

第３款 種別割（第64条－第74条の３） 

第７節・第８節 （略） 

第３章～第５章 （略） 

附則 

 

（県税として課する税目） 

第４条 県税普通税として、次に掲げるものを課す

目次 

第１章 （略） 

第２章 普通税 

第１節～第５節 （略） 

第５節の２ 自動車取得税（第56条の２－第56

条の７） 

第５節の３ （略） 

第６節 自動車税（第57条－第74条） 

 

 

 

第７節・第８節 （略） 

第３章～第５章 （略） 

附則 

  

（県税として課する税目） 

第４条 県税普通税として、次に掲げるものを課す
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る。 

(1)～(6) （略） 

 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

２ （略） 

 

（課税地） 

第８条 （略） 

２  前項の課税地は、次の各号に掲げる徴収金の区

分に応じ当該各号に掲げるところとする。 

(1) 普通徴収に係る徴収金（第７号に掲げる徴収

金を除く｡) 賦課すべき日における課税客体の

所在地 

(2) （略） 

(3) 申告納入に係る徴収金（第５号に掲げる徴収

金を除く｡) 特別徴収すべき県税に係る店舗又

は施設等の場所の所在地 

(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

(5) （略） 

(6) 法第162条第１項（環境性能割の納付の方法）

に規定する証紙による徴収以外の現金により徴

収する自動車税の環境性能割に係る徴収金 申

告納付すべき日における納税義務者の住所（県

内に住所を有しない場合にあっては、当該自動

車の定置場）の所在地 

(7) 普通徴収による自動車税の種別割に係る徴収

金 賦課すべき日における自動車の所有者（法

第146条第３項（自動車税の納税義務者等）に

規定する使用者にあっては、当該使用者）の住

所（県内に住所を有しない場合にあっては、当

該自動車の定置場）の所在地 

３ （略） 

 

（災害等による期限の延長） 

第９条 （略） 

２ 知事は、災害その他やむを得ない理由により、

前項に規定する期限までに同項に規定する行為を

することができないと認める場合には、同項の規

定の適用がある場合を除き、当該行為をすべき者

の申請により、その理由のやんだ日から、第１号

に掲げるものについては４月以内、第２号に掲げ

るものについては１月以内に限り、期日を指定し

る。 

(1)～(6) （略） 

(7) 自動車取得税 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

２ （略） 

 

（課税地） 

第８条 （略） 

２  前項の課税地は、次の各号に掲げる徴収金の区

分に応じ当該各号に掲げるところとする。 

(1) 普通徴収に係る徴収金（第５号に掲げる徴収

金を除く｡) 賦課すべき日における課税客体の

所在地 

(2) （略） 

(3) 申告納入に係る徴収金（第７号に掲げる徴収

金を除く｡) 特別徴収すべき県税に係る店舗又

は施設等の場所の所在地 

(4) （略） 

(5) 法第124条第１項（自動車取得税の納付の方

法）に規定する証紙による徴収以外の現金によ

り徴収する自動車取得税に係る徴収金 申告納

付すべき日における納税義務者の住所（県内に

住所を有しない場合にあっては、当該自動車の

定置場）の所在地 

(6) （略） 

 

 

 

 

 

 

(7) 普通徴収による自動車税に係る徴収金 賦課

すべき日における自動車の所有者（法第145条

第３項（自動車税の納税義務者等）に規定する

使用者にあっては、当該使用者）の住所（県内

に住所を有しない場合にあっては、当該自動車

の定置場）の所在地 

３ （略） 

 

（災害等による期限の延長） 

第９条 （略） 

２ 知事は、災害その他やむを得ない理由により、

前項に規定する期限までに同項に規定する行為を

することができないと認める場合には、同項の規

定の適用がある場合を除き、当該行為をすべき者

の申請により、その理由のやんだ日から、第１号

に掲げるものについては４月以内、第２号に掲げ

るものについては１月以内に限り、期日を指定し
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て当該期限を延長することができる。 

(1) 法人の県民税、事業税、不動産取得税、自動

車税、鉱区税、固定資産税及び狩猟税 

 

(2) （略） 

３ （略） 

 

（納税管理人の申告等） 

第10条 県税（法人及び法人でない社団又は財団で

代表者又は管理人の定めのあるもの（以下「法人

等」という｡)の県民税、事業税、不動産取得税、

ゴルフ場利用税、自動車税の種別割、鉱区税又は

固定資産税に限る。次項において同じ｡)の納税義

務者又は特別徴収義務者（以下この条において「納

税義務者等」という｡)は、県内に住所、居所、事

務所又は事業所（以下この項において「住所等」

という｡)を有しない場合（法人の県民税にあって

は、県内に事務所、事業所又は寮、宿泊所、クラ

ブその他これらに類する施設を有しなくなった場

合）においては、課税地を所管する地域振興局の

所管区域内に住所等を有する者（以下この項にお

いて「管内居住者等」という｡)のうちから納税管

理人を定め、これに定める必要が生じた日から10

日以内（外国法人が法の施行地に事務所又は事業

所を有しないこととなるときは、当該事務所又は

事業所を有しないこととなる日まで）に納税管理

人申告書を知事に提出し、又は課税地を所管する

地域振興局の所管区域外に住所等を有する者（以

下この項において「管外居住者等」という｡)のう

ち当該事項の処理につき便宜を有するものを納税

管理人として定めることについて、これを定める

必要が生じた日から10日以内（外国法人が法の施

行地に事務所又は事業所を有しないこととなると

きは、当該事務所又は事業所を有しないこととな

る日まで）に納税管理人承認申請書を知事に提出

して承認を受けなければならない。納税管理人を

管内居住者等に変更した場合その他申告をした事

項に異動を生じた場合においては、その変更若し

くは異動を生じた日から10日以内にその旨を申告

し、又は納税管理人を管外居住者等に変更しよう

とする場合その他承認を受けた事項に異動を生じ

た場合においては、その変更をする必要が生じた

日若しくはその異動を生じた日から10日以内にそ

の旨を申請して承認を受けなければならない。 

２ （略） 

 

（納税証明書の交付等） 

第15条 法第20条の10（納税証明書の交付）の証明

書の交付を請求する者は、別に知事が定める請求

書を知事に提出しなければならない。ただし、次

に掲げる証明書の交付の請求については、口頭で

て当該期限を延長することができる。 

(1) 法人の県民税、事業税、不動産取得税、自動

車取得税、自動車税、鉱区税、固定資産税及び

狩猟税 

(2) （略） 

３ （略） 

 

（納税管理人の申告等） 

第10条 県税（法人及び法人でない社団又は財団で

代表者又は管理人の定めのあるもの（以下「法人

等」という｡)の県民税、事業税、不動産取得税、

ゴルフ場利用税、自動車税、鉱区税又は固定資産

税に限る。次項において同じ｡)の納税義務者又は

特別徴収義務者（以下この条において「納税義務

者等」という｡)は、県内に住所、居所、事務所又

は事業所（以下この項において「住所等」という｡)

を有しない場合（法人の県民税にあっては、県内

に事務所、事業所又は寮、宿泊所、クラブその他

これらに類する施設を有しなくなった場合）にお

いては、課税地を所管する地域振興局の所管区域

内に住所等を有する者（以下この項において「管

内居住者等」という｡)のうちから納税管理人を定

め、これに定める必要が生じた日から10日以内（外

国法人が法の施行地に事務所又は事業所を有しな

いこととなるときは、当該事務所又は事業所を有

しないこととなる日まで）に納税管理人申告書を

知事に提出し、又は課税地を所管する地域振興局

の所管区域外に住所等を有する者（以下この項に

おいて「管外居住者等」という｡)のうち当該事項

の処理につき便宜を有するものを納税管理人とし

て定めることについて、これを定める必要が生じ

た日から10日以内（外国法人が法の施行地に事務

所又は事業所を有しないこととなるときは、当該

事務所又は事業所を有しないこととなる日まで）

に納税管理人承認申請書を知事に提出して承認を

受けなければならない。納税管理人を管内居住者

等に変更した場合その他申告をした事項に異動を

生じた場合においては、その変更若しくは異動を

生じた日から10日以内にその旨を申告し、又は納

税管理人を管外居住者等に変更しようとする場合

その他承認を受けた事項に異動を生じた場合にお

いては、その変更をする必要が生じた日若しくは

その異動を生じた日から10日以内にその旨を申請

して承認を受けなければならない。 

２ （略） 

 

（納税証明書の交付等） 

第15条 法第20条の10（納税証明書の交付）の証明

書の交付を請求する者は、別に知事が定める請求

書を知事に提出しなければならない。ただし、次

に掲げる証明書の交付の請求については、口頭で
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することができる。 

(1) 道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第

62条第２項（第67条第４項において準用する場

合を含む｡)の規定によって返付を受けようとす

る自動車検査証に係る自動車について当該自動

車の所有者が現に自動車税の種別割を滞納して

いないこと又は自動車税の種別割を滞納してい

ることが天災その他やむを得ない事由によるも

のであることを証する証明書 

(2) （略） 

２～４ （略） 

 

（法人税割の税率） 

第22条 法人税割の税率は、100分の１とする。 

  

第５節の２ 削除 

 

第56条の２から第56条の７まで 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

することができる。 

(1) 道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第

62条第２項（第67条第４項において準用する場

合を含む｡)の規定によって返付を受けようとす

る自動車検査証に係る自動車について当該自動

車の所有者が現に自動車税を滞納していないこ

と又は自動車税を滞納していることが天災その

他やむを得ない事由によるものであることを証

する証明書 

(2) （略） 

２～４ （略） 

 

（法人税割の税率） 

第22条 法人税割の税率は、100分の3.2とする。 

 

第５節の２ 自動車取得税 

 

 

 

（自動車取得税の納付の方法） 

第56条の２ 自動車取得税の納税義務者は、自動車

取得税額を納付する場合（当該自動車取得税額に

係る延滞金額を納付する場合を含む｡)には、法第

122条第１項（自動車取得税の申告納付）の規定

による申告書又は法第123条第２項（自動車取得

税の修正申告納付）の規定による修正申告書に新

潟県収入証紙条例（昭和39年新潟県条例第10号）

に定める証紙をはってしなければならない。この

場合には、当該自動車取得税額（当該自動車取得

税額に係る延滞金額を含む｡)に相当する金額を次

条第１項の証紙代金収納計器取扱者に支払い、証

紙代金収納計器（別に知事が定める印影を生ずべ

き印を付したものをいう。以下同じ｡)で当該金額

の表示を受けることにより、証紙に代えることが

できる。 

 

（証紙金額の表示等） 

第56条の３ 前条後段の規定による証紙の額面金額

に相当する金額の表示に関する事務は、新潟県収

入証紙条例第５条第２項の証紙の売りさばき人で、

知事の指定する者（以下「証紙代金収納計器取扱

者」という｡)において取り扱うものとする。 

２ 知事は、前項の規定により証紙代金収納計器取

扱者を指定したときは、これを告示しなければな

らない。指定を取り消し、又は変更したときも同

様とする。 

 

（無効の表示） 

第56条の４ 証紙代金収納計器で表示された印影が

著しく汚染し、又は損傷した場合は、これを無効

とする。 
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（証紙代金収納計器取扱者に対する質問、検査等） 

第56条の５ 知事は、証紙代金収納計器の使用状況

に関する調査のために必要があると認めるときは、

当該職員に、証紙代金収納計器の取扱場所に立ち

入り、関係者に質問させ、又は証紙代金収納計器、

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査又は質問をする職員

は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提示しなければならな

い。 

３ 第１項に規定する立入検査又は質問の権限は、

犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

 

（知事への委任） 

第56条の６ 証紙代金収納計器の取扱いに関し必要

な事項は、知事が定める。 

 

（自動車取得税の減免） 

第56条の７ 知事は、次の各号のいずれかに該当す

る自動車の取得に対しては、当該自動車の取得を

した者の申請により、自動車取得税を減免する。 

(1) 天災により、法第122条第１項各号（自動車

取得税の申告納付）に定める自動車の取得の日

から別に知事が定める期間内に当該自動車が滅

失し、又は損壊してその使用に耐えなくなった

場合の当該自動車の取得 

(2) 天災により滅失し、又は損壊した自動車（前

号の規定により減免を受けた自動車の取得に係

る自動車を除く｡)に代わるものと知事が認める

自動車の取得（当該滅失又は損壊の日から別に

知事が定める期間内の取得に限る｡) 

(3) 医療法（昭和23年法律第205号）第31条に規

定する公的医療機関の救急自動車又はへき地巡

回診療車に係る自動車の取得 

(4) 日本赤十字社の救急自動車、へき地巡回診療

車又は血液事業の用に供する自動車に係る自動

車の取得 

(5) 身体障害者（身体に障害を有し歩行が困難な

者をいう。以下同じ｡)又は身体障害者等（身体

障害者又は精神障害者(精神に障害を有し歩行

が困難な者をいう。以下同じ｡)をいう。以下同

じ｡)のために当該身体障害者等と生計を一にす

る者若しくは当該身体障害者等を常時介護する

者が運転する自動車に係る当該身体障害者等の

自動車の取得（当該身体障害者等が年齢18歳未

満の身体障害者である場合又は精神障害者であ

る場合には、当該身体障害者等と生計を一にす

る者の自動車の取得を含む｡)で知事が必要と認

めるもの 
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第６節 自動車税 

 

第１款 通則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（非課税とする自動車の範囲） 

第57条 法第148条第２項（国等に対する自動車税

の非課税）の規定により非課税とする日本赤十字

社が所有する自動車は、次の各号のいずれかに該

当するものとする。 

(1)～(5) （略） 

 

(6) 構造上専ら身体障害者等の利用に供するため

のものと認められる自動車の取得で知事が必要

と認めるもの 

(7) 構造上身体障害者等の利用に供するためのも

のと認められる自動車又は専ら身体障害者等が

運転するための構造変更がなされた自動車の取

得で知事が必要と認めるもの 

２ 前項の申請は、同項第１号に該当する場合にあ

っては事由発生の都度、同項第２号から第７号ま

でに該当する場合にあっては法第122条第１項（自

動車取得税の申告納付）の申告書を提出する際に、

別に定める申請書に減免を必要とする理由を証明

する書類を添付して、これをしなければならない。 

３ 第１項第５号の規定により自動車取得税の減免

を受けようとする者は、前項の申請書を提出する

際に、身体又は精神の障害の程度を証明する書類、

運転免許証、自動車検査証その他知事が必要と認

める書類を提示しなければならない。 

 

第６節 自動車税 

 

 

 

（自動車税の課税免除） 

第57条 次の各号のいずれかに該当する自動車に対

しては、自動車税を課さない。ただし、第２号か

ら第４号までの自動車にあっては、知事の承認を

受けたものに限る。 

(1) 商品であって使用しない自動車 

(2) 消防専用自動車又は救急専用自動車 

(3) 私立学校が所有する自動車のうち専ら生徒の

教育練習の用に供する自動車 

(4) 公益のため直接専用する自動車で別に知事が

定めるもの 

２ 前項ただし書の規定によって知事の承認を受け

ようとする者は、その事由が発生した日から７日

以内に次に掲げる事項を記載した申請書を知事に

提出しなければならない。 

(1) 自動車の種類、用途、車名、型式及び登録番

号 

(2) 申請の事由 

(3) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認

める事項 

        

（非課税とする自動車の範囲） 

第58条 法第146条第２項（自動車税の非課税の範

囲）の規定により非課税とする日本赤十字社が所

有する自動車は、次の各号のいずれかに該当する

ものとする。 

(1)～(5) （略） 
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第２款 環境性能割 

 

（環境性能割の納付の方法） 

第58条 環境性能割の納税義務者は、環境性能割額

を納付する場合（当該環境性能割額に係る延滞金

額を納付する場合を含む｡)には、法第160条第１

項（環境性能割の申告納付）の規定による申告書

又は法第161条第２項（環境性能割の修正申告納

付）の規定による修正申告書に新潟県収入証紙条

例（昭和39年新潟県条例第10号）に定める証紙を

貼ってしなければならない。この場合には、当該

環境性能割額（当該環境性能割額に係る延滞金額

を含む｡)に相当する金額を次条第１項の証紙代金

収納計器取扱者に支払い、証紙代金収納計器（別

に知事が定める印影を生ずべき印を付したものを

いう。以下同じ｡)で当該金額の表示を受けること

により、証紙に代えることができる。 

 

（証紙金額の表示等） 

第59条 前条後段の規定による証紙の額面金額に相

当する金額の表示に関する事務は、新潟県収入証

紙条例第５条第２項の証紙の売りさばき人で、知

事の指定する者（以下「証紙代金収納計器取扱者」

という｡)において取り扱うものとする。 

２ 知事は、前項の規定により証紙代金収納計器取

扱者を指定したときは、これを告示しなければな

らない。指定を取り消し、又は変更したときも同

様とする。 

 

（無効の表示） 

第60条 証紙代金収納計器で表示された印影が著し

く汚染し、又は損傷した場合は、これを無効とす

る。 

 

（証紙代金収納計器取扱者に対する質問、検査等） 

第61条 知事は、証紙代金収納計器の使用状況に関

する調査のために必要があると認めるときは、当

該職員に、証紙代金収納計器の取扱場所に立ち入

り、関係者に質問させ、又は証紙代金収納計器、

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査又は質問をする職員

は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提示しなければならな

い。 

３ 第１項に規定する立入検査又は質問の権限は、

犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

 

（知事への委任） 

第62条 証紙代金収納計器の取扱いに関し必要な事

項は、知事が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



号 外 １ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 

45 

 

（環境性能割の減免） 

第63条 知事は、次の各号のいずれかに該当する自

動車の取得に対しては、当該自動車の取得をした

者の申請により、環境性能割を減免する。 

(1) 天災により、法第160条第１項各号（環境性

能割の申告納付）に定める自動車の取得の日か

ら別に知事が定める期間内に当該自動車が滅失

し、又は損壊してその使用に耐えなくなった場

合の当該自動車の取得 

(2) 天災により滅失し、又は損壊した自動車（前

号の規定により減免を受けた自動車の取得に係

る自動車を除く｡)に代わるものと知事が認める

自動車の取得（当該滅失又は損壊の日から別に

知事が定める期間内の取得に限る｡) 

(3) 医療法（昭和23年法律第205号）第31条に規

定する公的医療機関の救急自動車又はへき地巡

回診療車に係る自動車の取得 

(4) 身体障害者（身体に障害を有し歩行が困難な

者をいう。以下同じ｡)又は身体障害者等（身体

障害者又は精神障害者(精神に障害を有し歩行

が困難な者をいう。以下同じ｡)をいう。以下同

じ｡)のために当該身体障害者等と生計を一にす

る者若しくは当該身体障害者等を常時介護する

者が運転する自動車に係る当該身体障害者等の

自動車の取得（当該身体障害者等が年齢18歳未

満の身体障害者である場合又は精神障害者であ

る場合には、当該身体障害者等と生計を一にす

る者の自動車の取得を含む｡)で知事が必要と認

めるもの 

(5) 構造上専ら身体障害者等の利用に供するため

のものと認められる自動車の取得で知事が必要

と認めるもの 

(6) 構造上身体障害者等の利用に供するためのも

のと認められる自動車又は専ら身体障害者等が

運転するための構造変更がなされた自動車の取

得で知事が必要と認めるもの 

２ 前項の申請は、同項第１号に該当する場合にあ

っては事由発生の都度、同項第２号から第６号ま

でに該当する場合にあっては法第160条第１項（環

境性能割の申告納付）の申告書を提出する際に、

別に定める申請書に減免を必要とする理由を証明

する書類を添付して、これをしなければならない。 

３ 第１項第４号の規定により環境性能割の減免を

受けようとする者は、前項の申請書を提出する際

に、身体又は精神の障害の程度を証明する書類、

運転免許証、自動車検査証その他知事が必要と認

める書類を提示しなければならない。 

 

第３款 種別割 
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（種別割の課税免除） 

第64条 次の各号のいずれかに該当する自動車に対

しては、種別割を課さない。ただし、第２号から

第４号までの自動車にあっては、知事の承認を受

けたものに限る。 

(1) 商品であって使用しない自動車 

(2) 消防専用自動車又は救急専用自動車 

(3) 私立学校が所有する自動車のうち専ら生徒の

教育練習の用に供する自動車 

(4) 公益のため直接専用する自動車で別に知事が

定めるもの 

２ 前項ただし書の規定によって知事の承認を受け

ようとする者は、その事由が発生した日から７日

以内に次に掲げる事項を記載した申請書を知事に

提出しなければならない。 

(1) 自動車の種類、用途、車名、型式及び登録番

号 

(2) 申請の事由 

(3) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認

める事項 

 

（種別割の税率） 

第65条 種別割の税率は、１台につき、次の表の左

欄に掲げる自動車の区分に応じ、それぞれ当該右

欄に掲げる額とする。この場合において、乗用車

又はキャンピング車でロータリー・エンジンを原

動機とする自動車にあっては、１つの作動室の容

積にローター数を乗じて得た容積に1.5を乗じて

得た容積を総排気量とみなす。 

自 動 車 の 区 分 税 率 （ 年 額 ） 

営業用 自家用 

（略） 

(3) バス 一般乗合用

バス 

（略） 

一般乗合用

バス以外の

バス 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

（種別割の税率の特例） 

第66条 法第177条の７第３項（積雪地域の種別割

の標準税率）に規定する種別割の税率は、前条の

規定にかかわらず、同条第１項の表及び第２項の

表に掲げる税率に、10分の10から次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める月数に

10分の0.75を乗じた数を控除した割合を乗じたも

のとする。 

(1)～(4) （略） 

２・３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自動車税の税率） 

第59条 自動車税の税率は、１台につき、次の表の

左欄に掲げる自動車の区分に応じ、それぞれ当該

右欄に掲げる額とする。この場合において、乗用

車又はキャンピング車でロータリー・エンジンを

原動機とする自動車にあっては、１つの作動室の

容積にローター数を乗じて得た容積に1.5を乗じ

て得た容積を総排気量とみなす。 

自 動 車 の 区 分 税 率 （ 年 額 ） 

営業用 自家用 

（略） 

(3) バス 一般乗合用

のもの 

（略） 

一般乗合用

のもの以外

のもの 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

（自動車税の税率の特例） 

第60条 法第147条第３項（積雪地域の自動車税の

標準税率）に規定する自動車税の税率は、前条の

規定にかかわらず、同条第１項の表及び第２項の

表に掲げる税率に、10分の10から次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める月数に

10分の0.75を乗じた数を控除した割合を乗じたも

のとする。 

(1)～(4) （略） 

２・３ （略） 
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第67条 次の各号のいずれかに該当する自動車で知

事の承認を受けたものに対して課する種別割の税

率は、前２条の規定にかかわらず、第65条及び前

条第１項各号の規定による税率に２分の１を乗じ

たものとする。 

(1)・(2) （略） 

２ （略） 

 

（種別割の納期） 

第68条 種別割の納期は、５月１日から同月31日ま

でとする。 

２ （略） 

３ 賦課期日後に納税義務が発生した種別割で、普

通徴収の方法により徴収するものの納期は、納税

通知書に定めるところによる。 

 

（種別割の証紙徴収の方法） 

第69条 種別割の納税者は、法第177条の11第３項

（種別割の徴収の方法）の規定によって種別割を

払い込むときは、当該自動車について新規登録の

申請をした際に、新潟県収入証紙条例に定める証

紙を次条の規定により提出すべき申告書に貼って

しなければならない。この場合には、当該証紙の

額面金額に相当する金額を証紙代金収納計器取扱

者に支払い、証紙代金収納計器で当該金額の表示

を受けることにより、証紙に代えることができる。 

 

２ 第59条から第62条までの規定は、前項後段の場

合に準用する。 

 

 

 

（種別割の賦課徴収に関する申告） 

第70条 種別割の納税義務者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、その該当する事実の発生し

た日の翌日から起算して７日を経過する日まで（７

日を経過する日までの間に新規登録、道路運送車

両法第12条第１項に規定する変更登録（以下「変

更登録」という｡)又は移転登録の申請をするとき

は、その申請をした際）に、施行規則で定める申

告書を知事に提出しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 自動車が第64条の規定の適用を受けることと

なったとき又は受けなくなったとき。 

(3) 法第146条第３項（自動車税の納税義務者等）

の使用者となったとき又は使用者でなくなった

とき。 

(4) （略） 

２ 前項の規定により申告書を提出した者が、その

申告書を提出した後に新規登録、変更登録又は移

 

第61条 次の各号のいずれかに該当する自動車で知

事の承認を受けたものに対して課する自動車税の

税率は、前２条の規定にかかわらず、第59条及び

前条第１項各号の規定による税率に２分の１を乗

じたものとする。 

(1)・(2) （略） 

２ （略） 

 

（自動車税の納期） 

第62条 自動車税の納期は、５月１日から同月31日

までとする。 

２ （略） 

３ 賦課期日後に納税義務が発生した自動車税で、

普通徴収の方法により徴収するものの納期は、納

税通知書に定めるところによる。 

       

（自動車税の証紙徴収の方法） 

第63条 自動車税の納税者は、法第151条第３項（自

動車税の徴収の方法）の規定によって自動車税を

払い込むときは、当該自動車について道路運送車

両法第７条の規定による登録の申請をした際に、

新潟県収入証紙条例に定める証紙を第68条の規定

により提出すべき申告書にはってしなければなら

ない。この場合には、当該証紙の額面金額に相当

する金額を証紙代金収納計器取扱者に支払い、証

紙代金収納計器で当該金額の表示を受けることに

より、証紙に代えることができる。 

２ 第56条の３から第56条の６までの規定は、前項

後段の場合に準用する。 

 

第64条から第67条まで 削除 

 

（自動車税の賦課徴収に関する申告） 

第68条 自動車税の納税義務者は、次の各号のいず

れかに該当するときは、その該当する事実の発生

した日の翌日から起算して７日を経過する日まで

（７日を経過する日までの間に道路運送車両法第

７条、第12条又は第13条の規定による登録の申請

をするときは、その申請をした際）に、施行規則

で定める申告書を知事に提出しなければならない。 

 

(1) （略） 

(2) 自動車が第57条の規定の適用を受けることと

なったとき又は受けなくなったとき。 

(3) 法第145条第３項（自動車税の納税義務者等）

の使用者となったとき又は使用者でなくなった

とき。 

(4) （略） 

２ 前項の規定により申告書を提出した者が、その

申告書を提出した後に道路運送車両法第７条、第
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転登録の申請をするときは、その申請をした際に、

施行規則で定める申告書を知事に提出しなければ

ならない。 

３ 種別割の納税義務者が、第１項又は前項の規定

により申告書を提出した後において、その申告し

た事項に異動を生じたときは、前２項の例により

申告書を知事に提出しなければならない。 

       

（種別割に関する報告） 

第71条 法第147条第１項（自動車税のみなす課税）

に規定する自動車の売主は、法第177条の13第２

項（種別割の賦課徴収に関する報告の義務）の規

定により知事から請求があった場合には、当該自

動車の買主の住所又は居所その他当該自動車に対

して課する種別割の賦課徴収に関し必要な事項に

ついて、別に知事が定めるところにより報告しな

ければならない。 

 

（種別割の減免） 

第72条 知事は、天災その他特別の事情がある場合

において種別割の減免を必要と認める者に限り、

当該納税者の申請によって種別割を減免すること

ができる。 

２ 前項の規定によって、種別割の減免を受けよう

とする者は、定期に賦課するものにあっては納期

限前７日までに、その他のものにあっては事由発

生の都度、次に掲げる事項を記載した申請書に別

に知事が定める書類を添付して知事に提出しなけ

ればならない。 

(1)・(2) （略） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認

める事項 

３ 第１項の規定によって種別割の減免を受けた者

は、その事由がやんだ場合においては、直ちにそ

の旨を知事に申告しなければならない。 

 

第73条 知事は、身体障害者又は精神障害者が所有

する自動車（身体障害者で年齢18歳未満のもの又

は精神障害者と生計を一にする者が所有する自動

車を含む｡)で、当該身体障害者又は当該身体障害

者等のために当該身体障害者等と生計を一にする

者若しくは当該身体障害者等を常時介護する者が

運転するもののうち、必要があると認めるもの（１

台に限る｡)に対しては、種別割を減免することが

できる。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようと

する者は、普通徴収の方法によって徴収されるも

のにあっては納期限までに、証紙徴収の方法によ

って徴収されるものにあっては証紙をもってその

税金を払い込むこととされている際に、次に掲げ

る事項を記載した申請書に減免を必要とする理由

12条又は第13条の規定による登録の申請をすると

きは、その申請をした際に、施行規則で定める申

告書を知事に提出しなければならない。 

３ 自動車税の納税義務者が、第１項又は前項の規

定により申告書を提出した後において、その申告

した事項に異動を生じたときは、前２項の例によ

り申告書を知事に提出しなければならない。 

       

（自動車税に関する報告） 

第69条 法第145条第２項（自動車税の納税義務者

等）に規定する自動車の売主は、法第152条第２

項（自動車税の賦課徴収に関する報告の義務）の

規定により知事から請求があった場合には、当該

自動車の買主の住所又は居所その他当該自動車に

対して課する自動車税の賦課徴収に関し必要な事

項について、別に知事が定めるところにより報告

しなければならない。 

       

（自動車税の減免） 

第70条 知事は、天災その他特別の事情がある場合

において自動車税の減免を必要と認める者に限り、

当該納税者の申請によって自動車税を減免するこ

とができる。 

２ 前項の規定によって、自動車税の減免を受けよ

うとする者は、定期に賦課するものにあっては納

期限前７日までに、その他のものにあっては事由

発生の都度、次に掲げる事項を記載した申請書に

別に知事が定める書類を添付して知事に提出しな

ければならない。 

(1)・(2) （略） 

(3) 前２項に掲げるもののほか、知事が必要と認

める事項 

３ 第１項の規定によって自動車税の減免を受けた

者は、その事由がやんだ場合においては、直ちに

その旨を知事に申告しなければならない。 

       

第71条 知事は、身体障害者又は精神障害者が所有

する自動車（身体障害者で年齢18歳未満のもの又

は精神障害者と生計を一にする者が所有する自動

車を含む｡)で、当該身体障害者又は当該身体障害

者等のために当該身体障害者等と生計を一にする

者若しくは当該身体障害者等を常時介護する者が

運転するもののうち、必要があると認めるもの（１

台に限る｡)に対しては、自動車税を減免すること

ができる。 

２ 前項の規定によって自動車税の減免を受けよう

とする者は、普通徴収の方法によって徴収される

ものにあっては納期限までに、証紙徴収の方法に

よって徴収されるものにあっては証紙をもってそ

の税金を払い込むこととされている際に、次に掲

げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理
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を証明する書類を添付して知事に提出するととも

に、身体又は精神の障害の程度を証明する書類、

運転免許証、自動車検査証その他知事が必要と認

める書類を提示しなければならない。 

(1)～(6) （略） 

      

第74条 知事は、構造上専ら身体障害者等の利用に

供するものと認められる自動車のうち、必要があ

ると認めるものに対しては、種別割を減免するこ

とができる。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようと

する者は、普通徴収の方法によって徴収されるも

のにあっては納期限前７日までに、証紙徴収の方

法によって徴収されるものにあっては証紙をもっ

てその税金を払い込むこととされている際に、次

に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とす

る理由を証明する書類を添付して知事に提出しな

ければならない。 

(1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定によって種別割の減免を受けた者

は、構造変更等により減免を受ける理由がなくな

った場合においては、直ちにその旨を知事に申告

しなければならない。 

       

第74条の２ 知事は、古物営業法（昭和24年法律第

108号）第３条第１項の規定による許可を受け、

古物営業法施行規則（平成７年国家公安委員会規

則第10号）第２条第４号の自動車を取り扱う者（以

下「中古自動車販売業者」という｡)で次に掲げる

要件の全てに該当するものが、自動車税の賦課期

日（以下この項において「賦課期日」という｡)に

おいて、商品として所有し、かつ、展示している

自動車（修理等のため展示できないものを除く｡)

で、道路運送車両法第４条の規定による登録を受

け、自動車検査証に記載された所有者名及び使用

者名が当該中古自動車販売業者の名義と同一であ

るものに対しては、種別割を減免することができ

る。 

(1) 納付すべき種別割に係る徴収金（法第11条の

９第１項（自動車等の売主の第二次納税義務）

の規定による種別割を含む｡)を滞納していない

こと及び減免を受けようとする年度の定期に課

された種別割を納期限までに納付していること。

ただし、滞納していること又は納期限までに納

付しなかったことが、天災その他やむを得ない

理由によるものである場合は、この限りでない。 

 

(2)・(3) （略） 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようと

する者は、納期限前７日までに、次に掲げる事項

を記載した申請書に知事が定める書類を添付して

由を証明する書類を添付して知事に提出するとと

もに、身体又は精神の障害の程度を証明する書類、

運転免許証、自動車検査証その他知事が必要と認

める書類を提示しなければならない。 

(1)～(6) （略） 

      

第72条 知事は、構造上専ら身体障害者等の利用に

供するものと認められる自動車のうち、必要があ

ると認めるものに対しては、自動車税を減免する

ことができる。 

２ 前項の規定によって自動車税の減免を受けよう

とする者は、普通徴収の方法によって徴収される

ものにあっては納期限前７日までに、証紙徴収の

方法によって徴収されるものにあっては証紙をも

ってその税金を払い込むこととされている際に、

次に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要と

する理由を証明する書類を添付して知事に提出し

なければならない。 

(1)～(3) （略） 

３ 第１項の規定によって自動車税の減免を受けた

者は、構造変更等により減免を受ける理由がなく

なった場合においては、直ちにその旨を知事に申

告しなければならない。 

       

第73条 知事は、古物営業法（昭和24年法律第108

号）第３条第１項の規定による許可を受け、古物

営業法施行規則（平成７年国家公安委員会規則第

10号）第２条第４号の自動車を取り扱う者（以下

「中古自動車販売業者」という｡)で次に掲げる要

件のすべてに該当するものが、自動車税の賦課期

日（以下この項において「賦課期日」という｡)に

おいて、商品として所有し、かつ、展示している

自動車（修理等のため展示できないものを除く｡)

で、道路運送車両法第４条の規定による登録を受

け、自動車検査証に記載された所有者名及び使用

者名が当該中古自動車販売業者の名義と同一であ

るものに対しては、自動車税を減免することがで

きる。 

(1) 納付すべき自動車税に係る徴収金（法第11条

の９第１項（自動車等の売主の第二次納税義務）

の規定による自動車税を含む｡)を滞納していな

いこと及び減免を受けようとする年度の定期に

課された自動車税を納期限までに納付している

こと。ただし、滞納していること又は納期限ま

でに納付しなかったことが、天災その他やむを

得ない理由によるものである場合は、この限り

でない。 

(2)・(3) （略） 

２ 前項の規定によって自動車税の減免を受けよう

とする者は、納期限前７日までに、次に掲げる事

項を記載した申請書に知事が定める書類を添付し



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 １ 

50 

知事に提出しなければならない。 

(1)～(4) （略） 

 

（種別割に係る督促） 

第74条の３ 知事は、種別割の納税者が納期限まで

に種別割に係る徴収金を完納しないときは、納期

限後60日以内に、督促状を発しなければならない。

ただし、繰上徴収をする場合においては、この限

りでない。 

 

第96条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万

円以下の過料に処する。 

(1) （略） 

(2) 第36条、第43条、第70条、第71条、第76条若

しくは第93条又は法第72条の55第１項（個人の

事業税の賦課徴収に関する申告又は報告の義

務)､第74条の10第１項から第３項まで（たばこ

税の申告納付の手続)､第160条（環境性能割の

申告納付）若しくは法第745条第１項（道府県

が課する固定資産税の賦課徴収等）において準

用する法第383条（固定資産の申告）の規定に

より申告し、又は報告すべき事項について正当

な事由がなくて申告又は報告をしなかった者 

 

２ （略） 

 

附 則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て知事に提出しなければならない。 

(1)～(4) （略） 

 

（自動車税に係る督促） 

第74条 知事は、自動車税の納税者が納期限までに

自動車税に係る徴収金を完納しないときは、納期

限後60日以内に、督促状を発しなければならない。

ただし、繰上徴収をする場合においては、この限

りでない。 

 

第96条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万

円以下の過料に処する。 

(1) （略） 

(2) 第36条、第43条、第68条、第69条、第76条若

しくは第93条又は法第72条の55第１項（個人の

事業税の賦課徴収に関する申告又は報告の義

務)､第74条の10第１項から第３項まで（たばこ

税の申告納付の手続)､第122条第１項（自動車

取得税の申告納付）若しくは法第745条第１項

（道府県が課する固定資産税の賦課徴収等）に

おいて準用する法第383条（固定資産の申告）

の規定により申告し、又は報告すべき事項につ

いて正当な事由がなくて申告又は報告をしなか

った者 

２ （略） 

 

附 則 

 

（税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地

方税体系の構築が行われるまでの間の措置として

の法人の事業税の税率の特例） 

第17条の２ 法人の行う事業（電気供給業、ガス供

給業、保険業及び貿易保険業を除く。第３項にお

いて同じ｡)に対する事業税（平成28年４月１日以

後に開始する各事業年度に係る法人の事業税（以

下「暫定措置に係る法人の事業税」という｡)に限

る｡)の額は、第31条第１項及び第３項並びに前条

第１項第１号及び第２項の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める金額とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イ（事業税の納税

義務者等）に掲げる法人（受託法人を除く｡) 

次に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の1.2を乗

じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.5を

乗じて得た金額 

ウ 次の表の左欄に掲げる金額の区分によって

各事業年度の所得を区分し、当該区分に応ず

る同表の右欄に掲げる率を乗じて計算した金

額を合計した金額 
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各事業年度の所得のうち年

400万円以下の金額 

100分の0.3 

各事業年度の所得のうち年

400万円を超え年800万円以下

の金額 

100分の0.5 

各事業年度の所得のうち年

800万円を超える金額 

100分の0.7 

(2) 特別法人 次の表の左欄に掲げる金額の区分

によって各事業年度の所得を区分し、当該区分

に応ずる同表の右欄に掲げる率を乗じて計算し

た金額の合計額 

各事業年度の所得のうち年400

万円以下の金額 

100分の3.4 

各事業年度の所得のうち年400

万円を超える金額 

100分の4.6 

(3) 前２号に掲げる法人以外の法人 次の表の左

欄に掲げる金額の区分によって各事業年度の所

得を区分し、当該区分に応ずる同表の右欄に掲

げる率を乗じて計算した金額の合計額 

各事業年度の所得のうち年400

万円以下の金額 

100分の3.4 

各事業年度の所得のうち年400

万円を超え年800万円以下の金

額 

100分の5.1 

各事業年度の所得のうち年800

万円を超える金額 

100分の6.7 

２ 電気供給業、ガス供給業、保険業及び貿易保険

業に対する事業税（暫定措置に係る法人の事業税

に限る｡)の額は、第31条第２項及び前条第１項第

２号の規定にかかわらず、各事業年度の収入金額

に100分の0.9を乗じて得た金額とする。 

３ 他の２以上の都道府県において事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資

金の額が1,000万円以上のものが行う事業に対す

る事業税（暫定措置に係る法人の事業税に限る｡)

の額は、第１項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる法人の区分に応じ、当該各号に定める金額

とする。 

(1) 法第72条の２第１項第１号イに掲げる法人

（受託法人を除く｡) 次に掲げる金額の合計額 

ア 各事業年度の付加価値額に100分の1.2を乗

じて得た金額 

イ 各事業年度の資本金等の額に100分の0.5を

乗じて得た金額 

ウ 各事業年度の所得に100分の0.7を乗じて得

た金額 

(2) 特別法人 各事業年度の所得に100分の4.6を

乗じて得た金額 

(3) 前２号に掲げる法人以外の法人 各事業年度

の所得に100分の6.7を乗じて得た金額 



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 １ 

52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自動車税の種別割の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（法

第149条第１項第１号に規定する電気自動車をい

う｡)、天然ガス自動車（同項第２号に規定する天

然ガス自動車をいう｡)、メタノール自動車（専ら

メタノールを内燃機関の燃料として用いる自動車

で施行規則で定めるものをいう｡)、混合メタノー

ル自動車（メタノールとメタノール以外のものと

の混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の燃

料として用いる自動車で施行規則で定めるものを

いう｡)及びガソリンを内燃機関の燃料として用い

る電力併用自動車（同項第３号に規定する電力併

用自動車をいう｡)並びに法第177条の７第１項第

３号イ(1)に規定する一般乗合用バス及び被けん

 

第17条の３ 租税特別措置法第68条第１項の規定に

該当する法人の同項の規定に該当する各事業年度

に係る事業税（暫定措置に係る法人の事業税に限

る｡)の額は、前条の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める金額とする。 

(1) 法人の行う事業（電気供給業、ガス供給業、

保険業及び貿易保険業を除く｡) 次の表の左欄

に掲げる金額の区分によって各事業年度の所得

を区分し、当該区分に応ずる同表の右欄に掲げ

る率を乗じて計算した金額の合計額 

各事業年度の所得のうち年400

万円以下の金額 

100分の3.4 

各事業年度の所得のうち年400

万円を超え年10億円以下の金額 

100分の4.6 

各事業年度の所得のうち年10億

円を超える金額 

100分の5.5 

(2) 電気供給業、ガス供給業、保険業及び貿易保

険業 各事業年度の収入金額に100分の0.9を乗

じて得た金額 

２ 他の２以上の都道府県において事務所又は事業

所を設けて事業を行う租税特別措置法第68条第１

項の規定に該当する法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のものが行う事業に対する

同項の規定に該当する各事業年度に係る事業税

（暫定措置に係る法人の事業税に限る｡)の額は、

前項第１号の規定にかかわらず、次の表の左欄に

掲げる金額の区分によって各事業年度の所得を区

分し、当該区分に応ずる同表の右欄に掲げる率を

乗じて計算した金額の合計額とする。 

各事業年度の所得のうち年10億円

以下の金額 

100分の4.6 

各事業年度の所得のうち年10億円

を超える金額 

100分の5.5 

 

（自動車税の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電

気を動力源とする自動車で内燃機関を有しないも

のをいう。以下この条において同じ｡)、天然ガス

自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料と

して用いる自動車で施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ｡)、メタノール自動車（専

らメタノールを内燃機関の燃料として用いる自動

車で施行規則で定めるものをいう｡)、混合メタノ

ール自動車（メタノールとメタノール以外のもの

との混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の

燃料として用いる自動車で施行規則で定めるもの

をいう｡)及びガソリンを内燃機関の燃料として用

いる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で
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引自動車を除く｡)に対する当該各号に定める年度

以後の年度分の自動車税の種別割の税率は、１台

につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲げ

る自動車の区分に応じ、それぞれ同表の重課税率

の欄に掲げる額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成16年３月31日までに

最初の法第147条第３項に規定する新規登録（以

下この項において「初回新規登録」という｡)を

受けたもの 初回新規登録を受けた日から起算

して14年を経過した日の属する年度 

(2) 法第149条第１項第５号に規定する軽油自動

車その他の前号に掲げる自動車以外の自動車で

平成18年３月31日までに初回新規登録を受けた

もの 初回新規登録を受けた日から起算して12

年を経過した日の属する年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

併せて電気その他の施行規則で定めるものを動力

源として用いるものであって、廃エネルギーを回

収する機能を備えていることにより大気汚染防止

法（昭和43年法律第97号）第２条第16項に規定す

る自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので施

行規則で定めるものをいう。次項第３号において

同じ｡)並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)及

び被けん引自動車を除く｡)に対する当該各号に定

める年度以後の年度分の自動車税の税率は、１台

につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲げ

る自動車の区分に応じ、それぞれ同表の重課税率

の欄に掲げる額とする。 

(1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成16年３月31日までに

最初の道路運送車両法第７条第１項に規定する

新規登録（以下この条において「新車新規登録」

という｡)を受けたもの 新車新規登録を受けた

日から起算して14年を経過した日の属する年度 

(2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

18年３月31日までに新車新規登録を受けたもの

新車新規登録を受けた日から起算して12年を経

過した日の属する年度 

２ 次に掲げる自動車が平成28年４月１日から平成

29年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合には、平成29年度分の自動車税に限り、当該自

動車の自動車税の税率は、１台につき、附則別表

第１の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に

応じ、それぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる

額とする。 

(1) 電気自動車 

(2) 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41

条の規定により平成21年10月１日（同法第40条

第３号に規定する車両総重量が3.5トンを超え

12トン以下のものにあっては、平成22年10月１

日）以降に適用されるべきものとして定められ

た自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止そ

の他の環境保全上の技術基準（第４号及び第５

号において「排出ガス保安基準」という｡)で施

行規則で定めるもの（以下この号において「平

成21年天然ガス車基準」という｡)に適合し、か

つ、窒素酸化物の排出量が平成21年天然ガス車

基準に定める窒素酸化物の値の10分の９を超え

ないもので施行規則で定めるもの 

(3) 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車

のうち、動力源として用いる電気を外部から充

電する機能を備えているもので施行規則で定め

るものをいう｡) 

(4) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭

和54年法律第49号）第80条第１号イに規定する

エネルギー消費効率（以下この項及び次項にお
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２ 附則別表第１の第２号に掲げるもの及び第５号

中トラックに類するもので最大積載量の定めのあ

るもののうち、最大乗車定員が４人以上であるも

のの税率は、前項の規定にかかわらず、同表に掲

げる当該最大積載量に応じた年額に、附則別表第

２の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応

じ、同表の重課税率の欄に掲げる額を加算した額

とする。 

 

 

 

 

３ 乗用車又はキャンピング車でロータリー・エン

ジンを原動機とする自動車について前２項を適用

する場合には、１つの作動室の容積にローター数

を乗じて得た容積に1.5を乗じて得た容積を総排

気量とみなす。 

いて「エネルギー消費効率」という｡)が同法第

78条第１項の規定により定められるエネルギー

消費機器等製造事業者等の判断の基準となるべ

き事項を勘案して施行規則で定めるエネルギー

消費効率（次項において「基準エネルギー消費

効率」という｡)であって平成32年度以降の各年

度において適用されるべきものとして定められ

たものに100分の110を乗じて得た数値以上の自

動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車

両法第41条の規定により平成17年10月１日以降

に適用されるべきものとして定められた排出ガ

ス保安基準に定める窒素酸化物の値で施行規則

で定めるもの（次項において「平成17年窒素酸

化物排出許容限度」という｡)の４分の１を超え

ないもので施行規則で定めるもの 

(5) 軽油を内燃機関の燃料として用いる乗用車

（第３号に掲げる自動車に該当するものを除

く｡)のうち、道路運送車両法第41条の規定によ

り平成21年10月１日以降に適用されるべきもの

として定められた排出ガス保安基準で施行規則

で定めるものに適合するもの 

３ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率

であって平成27年度以降の各年度において適用さ

れるべきものとして定められたものに100分の120

を乗じて得た数値以上の自動車のうち窒素酸化物

の排出量が平成17年窒素酸化物排出許容限度の４

分の１を超えないもので施行規則で定めるもの（前

項の規定の適用を受ける自動車を除く｡)が平成28

年４月１日から平成29年３月31日までの間に新車

新規登録を受けた場合には、平成29年度分の自動

車税に限り、当該自動車の自動車税の税率は、１

台につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲

げる自動車の区分に応じ、それぞれ同表の中間軽

課税率の欄に掲げる額とする。 

４ 附則別表第１の第２号に掲げるもの及び第５号

中トラックに類するもので最大積載量の定めのあ

るもののうち、最大乗車定員が４人以上であるも

のの税率は、第１項から第３項までの規定にかか

わらず、同表に掲げる当該最大積載量に応じた年

額に、附則別表第２の自動車の区分の欄に掲げる

自動車の区分に応じ、第１項に規定する自動車に

あっては同表の重課税率の欄に掲げる額を、第２

項に規定する自動車にあっては最大軽課税率の欄

に掲げる額を、第３項に規定する自動車にあって

は中間軽課税率の欄に掲げる額を加算した額とす

る。 

５ 乗用車又はキャンピング車でロータリー・エン

ジンを原動機とする自動車について前各項を適用

する場合には、１つの作動室の容積にローター数

を乗じて得た容積に1.5を乗じて得た容積を総排

気量とみなす。 
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第21条 法第177条の７第３項（積雪地域の種別割

の標準税率）に規定する自動車税の種別割の税率

は、前条の規定にかかわらず、附則別表第１及び

附則別表第２に掲げる税率に、10分の10から第66

条第１項各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める月数に10分の0.75を乗じた数を控除

した割合を乗じたものとする。 

２ 運行できない期間が１月を超える地区に主たる

定置場（第66条第３項に規定する主たる定置場を

いう｡)を有する自動車の所有者は、運行できない

期間について別に知事が定める届出書を知事に提

出することができる。 

 

第22条 第67条第１項各号のいずれかに該当する自

動車で知事の承認を受けたものに対して課する自

動車税の種別割の税率は、前２条の規定にかかわ

らず、附則別表第１及び附則別表第２に掲げる税

率並びに前条第１項の規定による税率に２分の１

を乗じたものとする。 

２ （略） 

 

第21条 法第147条第３項（積雪地域の自動車税の

標準税率）に規定する自動車税の税率は、前条の

規定にかかわらず、附則別表第１及び附則別表第

２に掲げる税率に、10分の10から第60条第１項各

号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る月数に10分の0.75を乗じた数を控除した割合を

乗じたものとする。 

２ 運行できない期間が１月を超える地区に主たる

定置場（第60条第３項に規定する主たる定置場を

いう｡)を有する自動車の所有者は、運行できない

期間について別に知事が定める届出書を知事に提

出することができる。 

 

第22条 第61条第１項各号のいずれかに該当する自

動車で知事の承認を受けたものに対して課する自

動車税の税率は、前２条の規定にかかわらず、附

則別表第１及び附則別表第２に掲げる税率並びに

前条第１項の規定による税率に２分の１を乗じた

ものとする。 

２ （略） 
  

第３条 新潟県県税条例の一部を次のように改正する。 

附則別表第１及び附則別表第２を次のように改める。 

附則別表第１ 

自動車の区分 重課税率（年額） 
    
(1) 乗用

車 

営業用 総排気量が１リットル以下のもの 8,600円 

総排気量が１リットルを超え1.5リットル以下のもの  9,700円 

総排気量が1.5リットルを超え２リットル以下のもの  10,900円 

総排気量が２リットルを超え2.5リットル以下のもの  15,800円 

総排気量が2.5リットルを超え３リットル以下のもの  18,000円 

総排気量が３リットルを超え3.5リットル以下のもの  20,500円 

総排気量が3.5リットルを超え４リットル以下のもの  23,500円 

総排気量が４リットルを超え4.5リットル以下のもの  27,100円 

総排気量が4.5リットルを超え６リットル以下のもの  31,200円 

総排気量が６リットルを超えるもの                 46,800円 

自家用 総排気量が１リットル以下のもの                   33,900円 

総排気量が１リットルを超え1.5リットル以下のもの  39,600円 

総排気量が1.5リットルを超え２リットル以下のもの  45,400円 

総排気量が２リットルを超え2.5リットル以下のもの  51,700円 

総排気量が2.5リットルを超え３リットル以下のもの  58,600円 

総排気量が３リットルを超え3.5リットル以下のもの  66,700円 

総排気量が3.5リットルを超え４リットル以下のもの  76,400円 

総排気量が４リットルを超え4.5リットル以下のもの  87,900円 

総排気量が4.5リットルを超え６リットル以下のもの  101,200円 

総排気量が６リットルを超えるもの                 127,600円 
    
(2) トラ

ック 

営業用 最大積載量が１トン以下のもの                     7,100円 

最大積載量が１トンを超え２トン以下のもの         9,900円 

最大積載量が２トンを超え３トン以下のもの         13,200円 

最大積載量が３トンを超え４トン以下のもの         16,500円 
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最大積載量が４トンを超え５トン以下のもの         20,300円 

最大積載量が５トンを超え６トン以下のもの         24,200円 

最大積載量が６トンを超え７トン以下のもの         28,000円 

最大積載量が７トンを超え８トン以下のもの         32,400円 

最大積載量が８トンを超えるもの 

 

32,400円に最大

積載量が８トン

を超える１トン

までごとに5,100

円を加算した額 
   
自家用 最大積載量が１トン以下のもの                     8,800円 

最大積載量が１トンを超え２トン以下のもの         12,600円 

最大積載量が２トンを超え３トン以下のもの         17,600円 

最大積載量が３トンを超え４トン以下のもの         22,500円 

最大積載量が４トンを超え５トン以下のもの         28,000円 

最大積載量が５トンを超え６トン以下のもの         33,000円 

最大積載量が６トンを超え７トン以下のもの         38,500円 

最大積載量が７トンを超え８トン以下のもの         44,500円 

最大積載量が８トンを超えるもの 

 

44,500円に最大

積載量が８トン

を超える１トン

までごとに6,900

円を加算した額 

けん引車 

 

 

 

営業用 

 

小型自動車に属するもの              8,200円 

普通自動車に属するもの              16,600円 

自家用 

 

小型自動車に属するもの              11,200円 

普通自動車に属するもの              22,600円 
     
(3) バス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業用 

 

 

 

 

 

 

一般乗合用バ

ス以外のバス 

 

 

 

 

乗車定員が30人以下のもの            29,100円 

乗車定員が30人を超え40人以下のもの  35,200円 

乗車定員が40人を超え50人以下のもの  41,800円 

乗車定員が50人を超え60人以下のもの  48,400円 

乗車定員が60人を超え70人以下のもの  55,500円 

乗車定員が70人を超え80人以下のもの  62,700円 

乗車定員が80人を超えるもの          70,400円 

自家用 乗車定員が30人以下のもの            36,300円 

乗車定員が30人を超え40人以下のもの  45,100円 

乗車定員が40人を超え50人以下のもの  53,900円 

乗車定員が50人を超え60人以下のもの  62,700円 

乗車定員が60人を超え70人以下のもの  72,000円 

乗車定員が70人を超え80人以下のもの  81,400円 

乗車定員が80人を超えるもの          91,300円 

(4) 三輪

の小型

自動車 

三輪の小型自動車 

 

営業用                              5,100円 

自家用                              6,900円 

    
(5) 特種

用途自

動車 

キャンピン

グ車 

 

 

 

総排気量が１リットル以下のもの                   27,100円 

総排気量が１リットルを超え1.5リットル以下のもの 31,700円 

総排気量が1.5リットルを超え２リットル以下のもの 36,300円 

総排気量が２リットルを超え2.5リットル以下のもの 41,400円 

総排気量が2.5リットルを超え３リットル以下のもの 46,900円 

総排気量が３リットルを超え3.5リットル以下のもの 53,300円 
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総排気量が3.5リットルを超え４リットル以下のもの 61,100円 

総排気量が４リットルを超え4.5リットル以下のもの 70,300円 

総排気量が4.5リットルを超え６リットル以下のもの 80,900円 

総排気量が６リットルを超えるもの                 102,100円 
   
霊きゅう車 9,700円 

乗用車に類

するもの 

営業用 

 

総排気量が２リットル以下のもの      8,600円 

総排気量が２リットルを超えるもの    15,800円 

自家用 

 

総排気量が２リットル以下のもの      33,900円 

総排気量が２リットルを超えるもの    45,400円 

トラックに

類するもの 

 

 

 

 

最大積載量の定めのあるもの 第２号に掲げる

当該税率の額 

最大積載量の

定めのないも

の 

 

 

車両重量が３トン以下のもの 12,600円 

車両重量が３トンを超え10トン以下のもの 28,000円 

車両重量が10トンを超えるもの 

 

28,000円に車両

重量が10トンを

超える10トンま

でごとに11,100

円を加算した額 

バスに類す

るもの 

営業用 

 

普通自動車に属するもの              15,900円 

小型自動車に属するもの              13,200円 

自家用 

 

普通自動車に属するもの              45,100円 

小型自動車に属するもの              36,300円 

三輪の小型自動車に類するもの 第４号に掲げる

当該税率の額 
   

 

附則別表第２ 

自動車の区分 重課税率（年額） 

営業用 

 

 

総排気量が１リットル以下のもの 4,100円 

総排気量が１リットルを超え1.5リットル以下のもの 5,200円 

総排気量が1.5リットルを超えるもの 6,900円 

自家用 

 

 

総排気量が１リットル以下のもの                                          5,700円 

総排気量が１リットルを超え1.5リットル以下のもの                         6,900円 

総排気量が1.5リットルを超えるもの                                       8,800円 

（新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例の一部改正） 

第４条 新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例（平成15年新潟県条例第97号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第226

号）第６条第１項の規定に基づき、県民税の均等

割、不動産取得税及び自動車税の環境性能割の課

税の免除の措置を講ずることにより、特定非営利

活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項

に規定する特定非営利活動法人（以下「特定非営

利活動法人」という｡)の設立及び活動を支援し、

もって公益の増進に寄与することを目的とする。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第226

号）第６条第１項の規定に基づき、県民税の均等

割、不動産取得税及び自動車取得税の課税の免除

の措置を講ずることにより、特定非営利活動促進

法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定す

る特定非営利活動法人（以下「特定非営利活動法

人」という｡)の設立及び活動を支援し、もって公

益の増進に寄与することを目的とする。 
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（自動車税の環境性能割の課税免除） 

第４条 知事は、特定非営利活動法人が設立の日以

後３年以内に特定非営利活動事業の用に供する自

動車について前条各号のいずれかに該当する取得

をしたときは、当該取得に対して課する自動車税

の環境性能割を免除することができる。 

（自動車取得税の課税免除） 

第４条 知事は、特定非営利活動法人が設立の日以

後３年以内に特定非営利活動事業の用に供する自

動車について前条各号のいずれかに該当する取得

をしたときは、当該取得に対して課する自動車取

得税を免除することができる。 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成31年10月１日から施行する。ただし、第１条並びに附則第３項及び第６項の規定は、平成

29年４月１日から施行する。 

（県民税に関する経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の新潟県県税条例（以下「31年新条例」という｡)第22条の規定は、この条例の施

行の日（以下「施行日」という｡)以後に開始する事業年度分の法人の県民税及び施行日以後に開始する連結事

業年度分の法人の県民税について適用し、施行日前に開始した事業年度分の法人の県民税及び施行日前に開始

した連結事業年度分の法人の県民税については、なお従前の例による。 

（事業税に関する経過措置） 

３ 第１条の規定による改正後の新潟県県税条例（以下「29年新条例」という｡)第30条、第31条及び附則第17条

から第17条の３までの規定は、平成29年４月１日以後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用し、

同日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。 

４ 施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税についての第２条の規定による改正前の新潟県県税条例（以

下「31年旧条例」という｡)附則第17条の２及び第17条の３の規定の適用については、なお従前の例による。 

（自動車取得税に関する経過措置） 

５ 施行日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の例による。 

（自動車税に関する経過措置） 

６ 29年新条例附則第20条の規定は、平成29年度以後の年度分の自動車税について適用し、平成28年度分までの

自動車税については、なお従前の例による。 

７ 31年新条例及び第４条の規定による改正後の新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関す

る条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部分は、施行日以後に取得された自動車に対して課する自動車

税の環境性能割について適用する。 

８ 31年新条例及び第３条の規定による改正後の新潟県県税条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、平

成31年度分の施行日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び平成32年度以後の年度分の自

動車税の種別割について適用し、平成31年度分までの施行日前に納税義務が発生した者に課する自動車税につ

いては、なお従前の例による。 

（証紙代金収納計器取扱者に関する経過措置） 

９ 31年新条例の施行の際現に31年旧条例第56条の３第１項の規定により証紙代金収納計器取扱者の指定を受け

ている者に係る同項の規定による当該証紙代金収納計器取扱者の指定は、31年新条例第59条第１項の規定によ

る証紙代金収納計器取扱者の指定とみなす。 

（新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例の一部改正） 

10 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例（平成15年新潟県条例第23号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（事業税の不均一課税） 

第３条 知事は、産業立地促進地域内において、事

業の用に供する家屋（前条第１項の規定による指

定の日以後に新設又は増設の着手をしたもので、

当該家屋その他規則で定める資産の取得価額の合

計額が１億円を超え、かつ、当該事業の用に供し

たことに伴って増加する雇用者（日々雇い入れら

れる者を除く｡)であって規則で定めるものの数（以

（事業税の不均一課税） 

第３条 知事は、産業立地促進地域内において、事

業の用に供する家屋（前条第１項の規定による指

定の日以後に新設又は増設の着手をしたもので、

当該家屋その他規則で定める資産の取得価額の合

計額が１億円を超え、かつ、当該事業の用に供し

たことに伴って増加する雇用者（日々雇い入れら

れる者を除く｡)であって規則で定めるものの数（以
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下この条において「増加雇用者数」という｡)が３

人以上となるもののうち規則で定める基準に適合

するものに限る。以下「事業用家屋」という｡)を

新設し、又は増設した個人にあっては事業用家屋

を事業の用に供した日の属する年以後３年以内（増

加雇用者数が10人以上となる事業用家屋を新設

し、又は増設した個人にあっては、６年以内）の

各年の所得金額（県において課する事業税の課税

標準額となるものをいう｡)、事業用家屋を新設し、

又は増設した法人にあっては事業用家屋を事業の

用に供した日の属する事業年度開始の日から３年

以内（増加雇用者数が10人以上となる事業用家屋

を新設し、又は増設した法人にあっては、６年以

内）に終了する各事業年度の所得金額又は収入金

額（県において課する事業税の課税標準額となる

ものをいう｡)のうち、当該事業用家屋に係るもの

として規則で定めるところにより計算した額に対

して課する事業税について、新潟県県税条例（平

成18年新潟県条例第10号。以下「県税条例」とい

う｡)第31条、第34条及び附則第17条の規定にかか

わらず、これらの規定による税率に２分の１を乗

じて得た税率により不均一の課税をすることがで

きる。 

下この条において「増加雇用者数」という｡)が３

人以上となるもののうち規則で定める基準に適合

するものに限る。以下「事業用家屋」という｡)を

新設し、又は増設した個人にあっては事業用家屋

を事業の用に供した日の属する年以後３年以内（増

加雇用者数が10人以上となる事業用家屋を新設

し、又は増設した個人にあっては、６年以内）の

各年の所得金額（県において課する事業税の課税

標準額となるものをいう｡)、事業用家屋を新設し、

又は増設した法人にあっては事業用家屋を事業の

用に供した日の属する事業年度開始の日から３年

以内（増加雇用者数が10人以上となる事業用家屋

を新設し、又は増設した法人にあっては、６年以

内）に終了する各事業年度の所得金額又は収入金

額（県において課する事業税の課税標準額となる

ものをいう｡)のうち、当該事業用家屋に係るもの

として規則で定めるところにより計算した額に対

して課する事業税について、新潟県県税条例（平

成18年新潟県条例第10号。以下「県税条例」とい

う｡)第31条、第34条及び附則第17条から第17条の

３までの規定にかかわらず、これらの規定による

税率に２分の１を乗じて得た税率により不均一の

課税をすることができる。 
  

（新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

11 施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税についての前項の規定による改正前の新潟県産業立地を促

進するための県税の特例に関する条例の規定の適用については、なお従前の例による。 

（新潟県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正） 

12 新潟県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年新潟県条例第83号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
別表（第７条関係） 

（略） 

新潟県県税条例

（平成18年新潟

県条例第10号） 

第63条第１項（同項第

４号に掲げる自動車の

取得に係る申請書を提

出する場合に限る｡)及

び第73条第２項 

（略） 

  

別表（第７条関係） 

（略） 

新潟県県税条例

（平成18年新潟

県条例第10号） 

第56条の７第１項（同

項第５号に掲げる自動

車の取得に係る申請書

を提出する場合に限

る｡)及び第71条第２項 

（略） 

  
  

（新潟県核燃料税条例の一部改正） 

13 新潟県核燃料税条例（平成26年新潟県条例第71号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（課税地等） 

第12条  核燃料税の賦課徴収に関する新潟県県税条

例の適用については、同条例第４条第１項中 

｢(10) 固定資産 

｢(10) 固定資産税」とあるのは (11) 核燃料税 

（課税地等） 

第12条  核燃料税の賦課徴収に関する新潟県県税条

例の適用については、同条例第４条第１項中 

｢(11) 固定資産 

｢(11) 固定資産税」とあるのは (12) 核燃料税 
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税 

 」と、同条例第８条第２項第２号中「申告納付

すべき日における主たる事務所又は事業所の所在

地」とあるのは「申告納付すべき日における主た

る事務所又は事業所の所在地（核燃料税に係る徴

収金にあっては、発電用原子炉の所在地)｣と、同

条例第９条第１項中「この条例」とあるのは「こ

の条例若しくは新潟県核燃料税条例（平成26年新

潟県条例第71号)｣と、同条第２項第１号中「固定

資産税」とあるのは「固定資産税、核燃料税」と

する。 

税 

 」と、同条例第８条第２項第２号中「申告納付

すべき日における主たる事務所又は事業所の所在

地」とあるのは「申告納付すべき日における主た

る事務所又は事業所の所在地（核燃料税に係る徴

収金にあっては、発電用原子炉の所在地)｣と、同

条例第９条第１項中「この条例」とあるのは「こ

の条例若しくは新潟県核燃料税条例（平成26年新

潟県条例第71号)｣と、同条第２項第１号中「固定

資産税」とあるのは「固定資産税、核燃料税」と

する。 
  

（新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例の一部改正） 

14 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例（平成27年新潟県条例第50号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（県税の不均一課税） 

第２条 知事は、認定事業者に対し、次の各号に掲

げる県税について、新潟県県税条例（平成18年新

潟県条例第10号。以下「県税条例」という｡)第31

条、第34条、第41条、第77条並びに附則第17条及

び第18条の規定にかかわらず、当該各号に定める

税率により不均一の課税をすることができる。 

(1) 法第17条の６の総務省令で定める場合に該当

することとなる取得価額の要件を満たす特定業

務施設（法第17条の２第１項第１号に掲げる事

業（以下「移転型事業」という｡)及び同項第２

号に掲げる事業（以下「拡充型事業」という｡)

のうち県外から移転して整備するもの（認定地

方活力向上地域特定業務施設整備計画の実施期

間に増加させると見込まれる常時雇用する従業

員の数の過半数を県外にある他の事業所から転

勤させて行うものに限る｡)に係るものに限る｡)

の用に供する減価償却資産（以下「特別償却設

備」という｡)を新設し、又は増設した個人（法

第17条の６の総務省令で定める場合に該当する

こととなる要件を満たす法第17条の２第１項各

号に掲げる事業を実施する者に限る｡)にあって

は当該特別償却設備を事業の用に供した日の属

する年以後３年以内の各年の所得金額（県にお

いて課する事業税の課税標準額となるものをい

う｡)、特別償却設備を新設し、又は増設した法

人（法第17条の６の総務省令で定める場合に該

当することとなる要件を満たす法第17条の２第

１項各号に掲げる事業を実施する者に限る｡)に

あっては当該特別償却設備を事業の用に供した

日の属する事業年度開始の日から３年以内に終

了する各事業年度の所得金額又は収入金額（県

において課する事業税の課税標準額となるもの

（県税の不均一課税） 

第２条 知事は、認定事業者に対し、次の各号に掲

げる県税について、新潟県県税条例（平成18年新

潟県条例第10号。以下「県税条例」という｡)第31

条、第34条、第41条、第77条及び附則第17条から

第18条までの規定にかかわらず、当該各号に定め

る税率により不均一の課税をすることができる。 

(1) 法第17条の６の総務省令で定める場合に該当

することとなる取得価額の要件を満たす特定業

務施設（法第17条の２第１項第１号に掲げる事

業（以下「移転型事業」という｡)及び同項第２

号に掲げる事業（以下「拡充型事業」という｡)

のうち県外から移転して整備するもの（認定地

方活力向上地域特定業務施設整備計画の実施期

間に増加させると見込まれる常時雇用する従業

員の数の過半数を県外にある他の事業所から転

勤させて行うものに限る｡)に係るものに限る｡)

の用に供する減価償却資産（以下「特別償却設

備」という｡)を新設し、又は増設した個人（法

第17条の６の総務省令で定める場合に該当する

こととなる要件を満たす法第17条の２第１項各

号に掲げる事業を実施する者に限る｡)にあって

は当該特別償却設備を事業の用に供した日の属

する年以後３年以内の各年の所得金額（県にお

いて課する事業税の課税標準額となるものをい

う｡)、特別償却設備を新設し、又は増設した法

人（法第17条の６の総務省令で定める場合に該

当することとなる要件を満たす法第17条の２第

１項各号に掲げる事業を実施する者に限る｡)に

あっては当該特別償却設備を事業の用に供した

日の属する事業年度開始の日から３年以内に終

了する各事業年度の所得金額又は収入金額（県

において課する事業税の課税標準額となるもの
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をいう｡)のうち、当該特別償却設備に係るもの

として規則で定めるところにより計算した額に

対して課する事業税 県税条例第31条、第34条

及び附則第17条の規定による税率に２分の１を

乗じて得た税率 

(2)・(3) （略） 

をいう｡)のうち、当該特別償却設備に係るもの

として規則で定めるところにより計算した額に

対して課する事業税 県税条例第31条、第34条

及び附則第17条から第17条の３までの規定によ

る税率に２分の１を乗じて得た税率 

(2)・(3) （略） 
  

（新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

15 施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税についての前項の規定による改正前の新潟県産業拠点強化

を促進するための県税の特例に関する条例の規定の適用については、なお従前の例による。 
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新潟県条例第９号 

新潟県県税条例及び新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例 

（新潟県県税条例の一部改正） 

第１条 新潟県県税条例（平成18年新潟県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という｡)に対応する

同表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という｡)が存在する場合に

は当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には当該移動後項（以下この

条において「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正後部分」

という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部

分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存

在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

附 則 

 

（自動車税の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電

気を動力源とする自動車で内燃機関を有しないも

のをいう。以下この条において同じ｡)、天然ガス

自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料と

して用いる自動車で施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ｡)、メタノール自動車（専

らメタノールを内燃機関の燃料として用いる自動

車で施行規則で定めるものをいう｡)、混合メタノ

ール自動車（メタノールとメタノール以外のもの

との混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の

燃料として用いる自動車で施行規則で定めるもの

をいう｡)及びガソリンを内燃機関の燃料として用

いる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で

併せて電気その他の施行規則で定めるものを動力

源として用いるものであって、廃エネルギーを回

収する機能を備えていることにより大気汚染防止

法（昭和43年法律第97号）第２条第16項に規定す

る自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので施

行規則で定めるものをいう。次項第３号において

同じ｡)並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)及

び被けん引自動車を除く｡)に対する当該各号に定

める年度以後の年度分の自動車税の税率は、１台

につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲げ

る自動車の区分に応じ、それぞれ同表の重課税率

の欄に掲げる額とする。 

(1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成18年３月31日までに

最初の道路運送車両法第７条第１項に規定する

新規登録（以下この条において「新車新規登録」

という｡)を受けたもの 新車新規登録を受けた

日から起算して14年を経過した日の属する年度 

(2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

20年３月31日までに新車新規登録を受けたもの 

附 則 

 

（自動車税の税率の特例） 

第20条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電

気を動力源とする自動車で内燃機関を有しないも

のをいう。以下この条において同じ｡)、天然ガス

自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃料と

して用いる自動車で施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ｡)、メタノール自動車（専

らメタノールを内燃機関の燃料として用いる自動

車で施行規則で定めるものをいう｡)、混合メタノ

ール自動車（メタノールとメタノール以外のもの

との混合物で施行規則で定めるものを内燃機関の

燃料として用いる自動車で施行規則で定めるもの

をいう｡)及びガソリンを内燃機関の燃料として用

いる電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で

併せて電気その他の施行規則で定めるものを動力

源として用いるものであって、廃エネルギーを回

収する機能を備えていることにより大気汚染防止

法（昭和43年法律第97号）第２条第16項に規定す

る自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので施

行規則で定めるものをいう。次項第３号において

同じ｡)並びにバス（一般乗合用のものに限る｡)及

び被けん引自動車を除く｡)に対する当該各号に定

める年度以後の年度分の自動車税の税率は、１台

につき、附則別表第１の自動車の区分の欄に掲げ

る自動車の区分に応じ、それぞれ同表の重課税率

の欄に掲げる額とする。 

(1) ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料

として用いる自動車で平成16年３月31日までに

最初の道路運送車両法第７条第１項に規定する

新規登録（以下この条において「新車新規登録」

という｡)を受けたもの 新車新規登録を受けた

日から起算して14年を経過した日の属する年度 

(2) 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車そ

の他の前号に掲げる自動車以外の自動車で平成

18年３月31日までに新車新規登録を受けたもの 
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 新車新規登録を受けた日から起算して12年を

経過した日の属する年度 

２ 次に掲げる自動車が平成28年４月１日から平成

29年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合には、平成29年度分の自動車税に限り、当該自

動車の自動車税の税率は、１台につき、附則別表

第１の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に

応じ、それぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる

額とする。 

(1) （略） 

(2) 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41

条の規定により平成21年10月１日（同法第40条

第３号に規定する車両総重量が3.5トンを超え

12トン以下のものにあっては、平成22年10月１

日）以降に適用されるべきものとして定められ

た自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止そ

の他の環境保全上の技術基準（以下この項及び

第４項において「排出ガス保安基準」という｡)

で施行規則で定めるもの（以下この号及び第４

項第２号において「平成21年天然ガス車基準」

という｡)に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量

が平成21年天然ガス車基準に定める窒素酸化物

の値の10分の９を超えないもので施行規則で定

めるもの 

(3) 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車

のうち、動力源として用いる電気を外部から充

電する機能を備えているもので施行規則で定め

るものをいう。第４項第３号において同じ｡) 

(4) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭

和54年法律第49号）第80条第１号イに規定する

エネルギー消費効率（以下この条において「エ

ネルギー消費効率」という｡)が同法第78条第１

項の規定により定められるエネルギー消費機器

等製造事業者等の判断の基準となるべき事項を

勘案して施行規則で定めるエネルギー消費効率

（次項において「基準エネルギー消費効率」と

いう｡)であって平成32年度以降の各年度におい

て適用されるべきものとして定められたもの（第

４項及び第５項において「平成32年度基準エネ

ルギー消費効率」という｡)に100分の110を乗じ

て得た数値以上の自動車のうち、窒素酸化物の

排出量が道路運送車両法第41条の規定により平

成17年10月１日以降に適用されるべきものとし

て定められた排出ガス保安基準に定める窒素酸

化物の値で施行規則で定めるもの（次項から第

５項までにおいて「平成17年窒素酸化物排出許

容限度」という｡)の４分の１を超えないもので

施行規則で定めるもの 

(5) 軽油を内燃機関の燃料として用いる乗用車

（第３号に掲げる自動車に該当するものを除く。

第４項第５号において同じ｡)のうち、道路運送

 新車新規登録を受けた日から起算して12年を

経過した日の属する年度 

２ 次に掲げる自動車が平成28年４月１日から平成

29年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合には、平成29年度分の自動車税に限り、当該自

動車の自動車税の税率は、１台につき、附則別表

第１の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に

応じ、それぞれ同表の最大軽課税率の欄に掲げる

額とする。 

(1) （略） 

(2) 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41

条の規定により平成21年10月１日（同法第40条

第３号に規定する車両総重量が3.5トンを超え

12トン以下のものにあっては、平成22年10月１

日）以降に適用されるべきものとして定められ

た自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止そ

の他の環境保全上の技術基準（第４号及び第５

号において「排出ガス保安基準」という｡)で施

行規則で定めるもの（以下この号において「平

成21年天然ガス車基準」という｡)に適合し、か

つ、窒素酸化物の排出量が平成21年天然ガス車

基準に定める窒素酸化物の値の10分の９を超え

ないもので施行規則で定めるもの 

 

(3) 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車

のうち、動力源として用いる電気を外部から充

電する機能を備えているもので施行規則で定め

るものをいう｡) 

(4) エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭

和54年法律第49号）第80条第１号イに規定する

エネルギー消費効率（以下この項及び次項にお

いて「エネルギー消費効率」という｡)が同法第

78条第１項の規定により定められるエネルギー

消費機器等製造事業者等の判断の基準となるべ

き事項を勘案して施行規則で定めるエネルギー

消費効率（次項において「基準エネルギー消費

効率」という｡)であって平成32年度以降の各年

度において適用されるべきものとして定められ

たものに100分の110を乗じて得た数値以上の自

動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車

両法第41条の規定により平成17年10月１日以降

に適用されるべきものとして定められた排出ガ

ス保安基準に定める窒素酸化物の値で施行規則

で定めるもの（次項において「平成17年窒素酸

化物排出許容限度」という｡)の４分の１を超え

ないもので施行規則で定めるもの 

 

 

(5) 軽油を内燃機関の燃料として用いる乗用車

（第３号に掲げる自動車に該当するものを除

く｡)のうち、道路運送車両法第41条の規定によ
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車両法第41条の規定により平成21年10月１日以

降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準で施行規則で定めるもの（第４項

第５号において「平成21年軽油軽中量車基準」

という｡)に適合するもの 

３ （略） 

４ 次に掲げる自動車が平成29年４月１日から平成

30年３月31日までの間に新車新規登録を受けた場

合には平成30年度分の自動車税に限り、当該自動

車が平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

の間に新車新規登録を受けた場合には平成31年度

分の自動車税に限り、当該自動車の自動車税の税

率は、１台につき、附則別表第１の自動車の区分

の欄に掲げる自動車の区分に応じ、それぞれ同表

の最大軽課税率の欄に掲げる額とする。 

(1) 電気自動車 

(2) 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第41

条の規定により平成30年10月１日以降に適用さ

れるべきものとして定められた排出ガス保安基

準で施行規則で定めるものに適合するもの又は

平成21年天然ガス車基準に適合し、かつ、窒素

酸化物の排出量が平成21年天然ガス車基準に定

める窒素酸化物の値の10分の９を超えないもの

で施行規則で定めるもの 

(3) 充電機能付電力併用自動車 

(4) エネルギー消費効率が平成32年度基準エネル

ギー消費効率に100分の130を乗じて得た数値以

上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路

運送車両法第41条の規定により平成30年10月１

日以降に適用されるべきものとして定められた

排出ガス保安基準に定める窒素酸化物の値で施

行規則で定めるもの（次項において「平成30年

窒素酸化物排出許容限度」という｡)の２分の１

を超えないもので施行規則で定めるもの又は窒

素酸化物の排出量が平成17年窒素酸化物排出許

容限度の４分の１を超えないもので施行規則で

定めるもの 

(5) 軽油を内燃機関の燃料として用いる乗用車の

うち、道路運送車両法第41条の規定により平成

30年10月１日以降に適用されるべきものとして

定められた排出ガス保安基準で施行規則で定め

るものに適合するもの又は平成21年軽油軽中量

車基準に適合するもの 

５ エネルギー消費効率が平成32年度基準エネルギ

ー消費効率に100分の110を乗じて得た数値以上の

自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年窒

素酸化物排出許容限度の２分の１を超えないもの

で施行規則で定めるもの又は窒素酸化物の排出量

が平成17年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を

超えないもので施行規則で定めるもの（前項の規

定の適用を受ける自動車を除く｡)が平成29年４月

り平成21年10月１日以降に適用されるべきもの

として定められた排出ガス保安基準で施行規則

で定めるものに適合するもの 

 

 

３ （略） 
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１日から平成30年３月31日までの間に新車新規登

録を受けた場合には平成30年度分の自動車税に限

り、当該自動車が平成30年４月１日から平成31年

３月31日までの間に新車新規登録を受けた場合に

は平成31年度分の自動車税に限り、当該自動車の

自動車税の税率は、１台につき、附則別表第１の

自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に応じ、

それぞれ同表の中間軽課税率の欄に掲げる額とす

る。 

６ 附則別表第１の第２号に掲げるもの及び第５号

中トラックに類するもので最大積載量の定めのあ

るもののうち、最大乗車定員が４人以上であるも

のの税率は、前各項の規定にかかわらず、同表に

掲げる当該最大積載量に応じた年額に、附則別表

第２の自動車の区分の欄に掲げる自動車の区分に

応じ、第１項に規定する自動車にあっては同表の

重課税率の欄に掲げる額を、第２項及び第４項に

規定する自動車にあっては最大軽課税率の欄に掲

げる額を、第３項及び前項に規定する自動車にあ

っては中間軽課税率の欄に掲げる額を加算した額

とする。 

７ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 附則別表第１の第２号に掲げるもの及び第５号

中トラックに類するもので最大積載量の定めのあ

るもののうち、最大乗車定員が４人以上であるも

のの税率は、第１項から第３項までの規定にかか

わらず、同表に掲げる当該最大積載量に応じた年

額に、附則別表第２の自動車の区分の欄に掲げる

自動車の区分に応じ、第１項に規定する自動車に

あっては同表の重課税率の欄に掲げる額を、第２

項に規定する自動車にあっては最大軽課税率の欄

に掲げる額を、第３項に規定する自動車にあって

は中間軽課税率の欄に掲げる額を加算した額とす

る。 

５ （略） 
  

（新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部改正） 

第２条 新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例（平成21年新潟県条例第51号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1) （略） 

(2) 充電機能付電力併用自動車 地方税法（昭和

25年法律第226号。以下「法」という｡)附則第

12条の２第２項第３号に規定する充電機能付電

力併用自動車又は新潟県県税条例（平成18年新

潟県条例第10号。以下「県税条例」という｡)附

則第20条第２項第３号に規定する充電機能付電

力併用自動車をいう。 

(3) （略） 

 

（自動車取得税の課税免除等） 

第８条 電気自動車で初めて新規登録等（道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第７条の規定に

よる登録（以下「新規登録」という｡)又は同法第

59条の規定による検査（検査対象軽自動車に係る

ものに限る｡)をいう。以下この条において同じ｡)

を受けるものの取得（法附則第12条の２第２項の

規定の適用がある場合の自動車の取得を除く｡)が

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1) （略） 

(2) 充電機能付電力併用自動車 地方税法（昭和

25年法律第226号。以下「法」という｡)附則第

12条の２の２第２項第３号に規定する充電機能

付電力併用自動車又は新潟県県税条例（平成18

年新潟県条例第10号。以下「県税条例」という｡)

附則第20条第２項第３号に規定する充電機能付

電力併用自動車をいう。 

(3) （略） 

 

（自動車取得税の課税免除等） 

第８条 電気自動車で初めて新規登録等（道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第７条の規定に

よる登録（以下「新規登録」という｡)又は同法第

59条の規定による検査（検査対象軽自動車に係る

ものに限る｡)をいう。以下この条において同じ｡)

を受けるものの取得（法附則第12条の２の２第２

項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除
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平成30年３月31日までに行われた場合においては、

当該自動車の取得に対しては、自動車取得税を課

さない。 

２ 充電機能付電力併用自動車（法附則第12条の２

第２項第３号に規定するものに限る｡)で初めて新

規登録等を受けるものの取得（法附則第12条の２

第２項の規定の適用がある場合の自動車の取得を

除く｡)に対して課する自動車取得税の税率は、当

該取得が平成30年３月31日までに行われたときに

限り、法第119条及び附則第12条の２の２第１項

の規定にかかわらず、当該取得についてこの項の

規定の適用がないものとした場合に適用されるべ

き法第119条又は附則第12条の２の２第１項に定

める率に２分の１を乗じて得た率とする。 

く｡)が平成30年３月31日までに行われた場合にお

いては、当該自動車の取得に対しては、自動車取

得税を課さない。 

２ 充電機能付電力併用自動車（法附則第12条の２

の２第２項第３号に規定するものに限る｡)で初め

て新規登録等を受けるものの取得（法附則第12条

の２の２第２項の規定の適用がある場合の自動車

の取得を除く｡)に対して課する自動車取得税の税

率は、当該取得が平成30年３月31日までに行われ

たときに限り、法第119条及び附則第12条の２の

３第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用

されるべき法第119条又は附則第12条の２の３第

１項に定める率に２分の１を乗じて得た率とする。 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成29年法律第 号。以下「改正法」

という｡)の施行の日から施行する。 

（自動車税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の新潟県県税条例（以下「新県税条例」という｡)附則第20条の規定は、平成29年

度以後の年度分の自動車税について適用し、平成28年度分までの自動車税については、なお従前の例による。 

（調整規定） 

３ 第１条及び新潟県県税条例及び新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例の一部

を改正する条例（平成29年新潟県条例第８号）第１条の規定が同一の日に施行されるときは、これらの規定に

より改正される新潟県県税条例の規定は、同条の規定によってまず改正され、次いで第１条の規定によって改

正されるものとする。 

（この条例の失効） 

４ この条例の規定は、改正法が成立しないとき、その他改正法による改正後の地方税法（昭和25年法律第226

号）の規定の内容が当該規定に対応する新県税条例及び第２条の規定による改正後の新潟県電気自動車等の普

及の促進に関する条例の規定の内容と異なることとなるときは、その限りにおいてその効力を失う。 
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新潟県条例第10号 

新潟県防災会議条例の一部を改正する条例 

新潟県防災会議条例（昭和37年新潟県条例第42号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（委員及び専門委員） 

第２条 知事の部内の職員のうちから指名される委

員、市町村長及び消防機関の長のうちから任命さ

れる委員、指定公共機関又は指定地方公共機関の

役員又は職員のうちから任命される委員並びに自

主防災組織を構成する者又は学識経験のある者の

うちから任命される委員の定数は、それぞれ16人

以内、４人以内、26人以内及び12人以内とする。 

２～４ （略） 

（委員及び専門委員） 

第２条 知事の部内の職員のうちから指名される委

員、市町村長及び消防機関の長のうちから任命さ

れる委員、指定公共機関又は指定地方公共機関の

役員又は職員のうちから任命される委員並びに自

主防災組織を構成する者又は学識経験のある者の

うちから任命される委員の定数は、それぞれ16人

以内、４人以内、23人以内及び10人以内とする。 

２～４ （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成30年８月24日までの間において、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第15条第５項第７号及び第８

号の規定により任命される新潟県防災会議の委員の任期は、新潟県防災会議条例第２条第２項の規定にかかわ

らず、同日までとする。 
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新潟県条例第11号 

新潟県国民健康保険運営協議会条例 

 （設置） 

第１条 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成27年法律第31

号）附則第９条の規定に基づき、同法附則第７条の規定により県が定める都道府県国民健康保険運営方針その

他の重要事項を審議させるため、新潟県国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という｡)を置く。 

 （組織） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる委員をもって組織し、その定数は、当該各号に定める数とする。 

 (1) 国民健康保険の被保険者を代表する委員 ３人 

 (2) 保険医又は保険薬剤師（国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第40条第１項に規定する保険医又は保険

薬剤師をいう｡)を代表する委員 ３人 

 (3) 公益を代表する委員 ３人 

 (4) 被用者保険等保険者（国民健康保険法附則第10条第１項に規定する被用者保険等保険者をいう｡)を代表す

る委員 ２人又は３人 

２ 委員は、知事が任命する。 

 （任期） 

第３条 委員の任期は、任命の日から平成30年３月31日までとする。 

 （会長） 

第４条 協議会に、会長１人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙する。 

２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員がその職務を代行する。 

 （会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 （庶務） 

第６条 協議会の庶務は、福祉保健部において行う。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。 

附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第12号 

新潟県基幹病院事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例 

（新潟県魚沼基幹病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第１条 新潟県魚沼基幹病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（平成28年新潟県条例第36号）の

一部を次のように改正する。 

改正規定の表中別表を別表第２とし、附則の次に１表を加える改正に係る部分を次のように改める。 

   附 則 （略） 

 

別表第１（第２条関係） 

名 称 位 置 

新潟県立魚沼基幹

病院 

新潟県立燕労災病

院 

南魚沼市 

 

燕市 

 

別表第２（第３条関係） 

 （略） 

   附 則 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第３条関係） 

 （略） 

第２条 新潟県魚沼基幹病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

   附 則 

１ （略） 

 （準備行為） 

２ 新潟県立燕労災病院の管理を法人その他の団体

であって知事が指定するものに行わせるために必

要な行為は、前項ただし書に規定する改正の施行

前においても行うことができる。 

   附 則 

１ （略） 

 （準備行為） 

２ 新潟県立県央基幹病院の管理を法人その他の団

体であって知事が指定するものに行わせるために

必要な行為は、前項ただし書に規定する改正の施

行前においても行うことができる。 

（新潟県基幹病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 新潟県基幹病院事業の設置等に関する条例（平成21年新潟県条例第35号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１（第２条関係） 

名 称 位 置 

新潟県立魚沼基幹

病院 

新潟県立県央基幹

病院 

新潟県立燕労災病

院 

南魚沼市 

 

三条市 

 

燕市 

  

別表第１（第２条関係） 

名 称 位 置 

新潟県立魚沼基幹

病院 

 

 

新潟県立燕労災病

院 

南魚沼市 

 

 

 

燕市 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条の規定は、規則で定める日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 新潟県立県央基幹病院の管理を法人その他の団体であって知事が指定するものに行わせるために必要な行為

は、前項ただし書に規定する改正の施行前においても行うことができる。 
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新潟県条例第13号 

新潟県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例 

新潟県看護職員修学資金貸与条例（昭和39年新潟県条例第22号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 （返還の債務の当然免除） 

第７条 （略） 

２ 前項に規定する特定医療施設等とは、県内に所

在する次に掲げる施設等をいう。 

 (1)～(5) （略） 

 (6) 母子保健法（昭和40年法律第141号）第22条

第１項に規定する母子健康包括支援センター

（助産師の場合に限る｡) 

 (7)～(9) （略） 

 （返還の債務の当然免除） 

第７条 （略） 

２ 前項に規定する特定医療施設等とは、県内に所

在する次に掲げる施設等をいう。 

 (1)～(5) （略） 

 (6) 母子保健法（昭和40年法律第141号）第22条

第１項に規定する母子健康センター（助産師の

場合に限る｡) 

 (7)～(9) （略） 

附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第14号 

新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年新潟県条例第73号）の全部

を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以

下「法」という｡)第80条第１項の規定に基づき、障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第174号。以下「基準省

令」という｡)において使用する用語の例による。 

（障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準） 

第３条 障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準は、次条から第９条までに定めるもののほか、基準

省令（基準省令の改正に係る経過措置に関する規定を含む｡)に定めるところによるものとする。 

（運営規程） 

第４条 障害福祉サービス事業者は、当該障害福祉サービス事業を行う事業所ごとに、次に掲げる事業の運営に

ついての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。 

(1) 秘密保持等に関する事項 

(2) 苦情解決に関する事項 

（設備） 

第５条 障害福祉サービス事業（療養介護に係る障害福祉サービス事業を除く｡)を行う事業所に設けなければな

らない訓練・作業室の利用者１人当たりの床面積は、おおむね３平方メートル以上とする。 

（健康管理） 

第６条 障害福祉サービス事業者（療養介護に係る障害福祉サービス事業者を除く｡)は、常に利用者の健康の状

況に注意するとともに、健康診断を受けることの勧奨その他の健康保持のための適切な措置を講じなければな

らない。 

（非常災害対策） 

第７条 障害福祉サービス事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、当該障

害福祉サービス事業を行う事業所の所在する地域の環境及び利用者の特性に応じて、火災、地震、風水害、津

波その他の非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それ

らを定期的に職員に周知しなければならない。 

（暴力団等の排除） 

第８条 障害福祉サービス事業者は、その事業の運営について、新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第

23号）第３条に規定する基本理念にのっとり、同条例第２条第１号に規定する暴力団又は同条第３号に規定す

る暴力団員等による不当な行為を防止し、及びこれにより生じた不当な影響を排除しなければならない。 

（多機能型事業所の規模に関する特例） 

第９条 多機能型事業所は、一体的に事業を行う多機能型事業所の利用定員（多機能型児童発達支援事業等を一

体的に行う場合にあっては、当該事業を行う事業所の利用定員を含むものとし、宿泊型自立訓練の利用定員を

除く｡)の合計が10人以上である場合は、当該多機能型事業所の利用定員を、次の各号に掲げる多機能型事業所

の区分に応じ、当該各号に掲げる人数とすることができる。 

(1) 多機能型生活介護事業所、多機能型自立訓練（機能訓練）事業所及び多機能型就労移行支援事業所（認定

就労移行支援事業所を除く｡) ３人以上 

(2) 多機能型自立訓練（生活訓練）事業所 ３人以上。ただし、宿泊型自立訓練及び宿泊型自立訓練以外の自

立訓練（生活訓練）を併せて行う場合にあっては、宿泊型自立訓練の利用定員が10人以上かつ宿泊型自立訓

練以外の自立訓練（生活訓練）の利用定員が６人以上とする。  

(3) 多機能型就労継続支援Ａ型事業所及び多機能型就労継続支援Ｂ型事業所 ５人以上 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第15号 

新潟県点字図書館条例の一部を改正する条例 

新潟県点字図書館条例（昭和39年新潟県条例第12号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

   新潟県視覚障害者情報センター条例 

 

 （設置） 

第１条 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第28条第１項の規定に基づき、点字刊行物及び視

覚障害者用の録音物を収集保存し、広く視覚障害

者の利用に供し、その更生援護を行うとともに知

徳の向上に努めるため、新潟県視覚障害者情報セ

ンター（以下「センター」という｡)を新潟市江南

区亀田向陽１丁目に置く。 

 

 （事業） 

第２条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

 (1) （略） 

 (2) 点訳（文字を点字に訳すことをいう｡)、朗読

等を行う者の養成を行うこと。 

 (3)～(5) （略） 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、センターの設置

の目的を達成するために必要な事業 

 

 （休館日） 

第４条 センターの休館日は、次に掲げる日とする。 

 (1)～(3) （略） 

 

 （使用料） 

第６条 センターの利用に係る使用料は、無料とす

る。 

 

 （指定管理者による管理） 

第７条 センターの管理は、法人その他の団体であ

つて知事が指定するもの（以下「指定管理者」と

いう｡)に行わせることができる。 

２ 前項の規定により指定管理者にセンターの管理

を行わせる場合における第５条の規定の適用につ

いては、同条中「知事」とあるのは「指定管理者」

と､｢ときは」とあるのは「ときは、あらかじめ知

事の承認を得て」とする。 

 

 （指定管理者が行う業務） 

第８条 前条第１項の規定により指定管理者にセン

ターの管理を行わせる場合は、指定管理者は、次

に掲げる業務を行うものとする。 

 (1) 第２条各号に掲げるセンターの事業の実施に

   新潟県点字図書館条例 

 

 （設置） 

第１条 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）

第28条第１項の規定に基づき、点字刊行物及び視

覚障害者用の録音物を収集保存し、広く視覚障害

者の利用に供し、その更生援護を行うとともに知

徳の向上に努めるため、新潟県点字図書館（以下

「図書館」という｡)を新潟市江南区亀田向陽１丁

目に置く。 

 

 （事業） 

第２条 図書館は、次に掲げる事業を行う。 

 (1) （略） 

 (2) 点訳（文字を点字に訳すことをいう｡)を行う

者の養成を行うこと。 

 (3)～(5) （略） 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、図書館の設置の

目的を達成するために必要な事業 

 

 （休館日） 

第４条 図書館の休館日は、次に掲げる日とする。 

 (1)～(3) （略） 

 

 （使用料） 

第６条 図書館の利用に係る使用料は、無料とする。 

 

 

 （指定管理者による管理） 

第７条 図書館の管理は、法人その他の団体であつ

て知事が指定するもの（以下「指定管理者」とい

う｡)に行わせることができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に図書館の管理を

行わせる場合における第５条の規定の適用につい

ては、同条中「知事」とあるのは「指定管理者」

と､｢ときは」とあるのは「ときは、あらかじめ知

事の承認を得て」とする。 

 

 （指定管理者が行う業務） 

第８条 前条第１項の規定により指定管理者に図書

館の管理を行わせる場合は、指定管理者は、次に

掲げる業務を行うものとする。 

 (1) 第２条各号に掲げる図書館の事業の実施に関
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関する業務 

 (2) センターの施設及び設備の維持管理に関する

業務 

 

 （指定管理者の指定） 

第９条 （略） 

２ 知事は、前項の規定による申請があつたときは、

次に掲げる基準に照らして最も適切なセンターの

管理を行うことができると認めるものを指定管理

者として指定するものとする。 

 (1) センターの運営において、視覚障害者の平等

利用が確保されること。 

 (2) 身体障害者福祉法その他の関係法令の規定を

遵守してセンターの管理を行うことができるこ

と。 

 (3) センターの効用を最大限に発揮するとともに、

管理経費の縮減が図られること。 

 (4) センターの管理を安定して行う物的能力及び

人的能力を有していること。 

 

 （知事への委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、センターの

管理に関し必要な事項は、知事が定める。 

する業務 

 (2) 図書館の施設及び設備の維持管理に関する業

務 

 

 （指定管理者の指定） 

第９条 （略） 

２ 知事は、前項の規定による申請があつたときは、

次に掲げる基準に照らして最も適切な図書館の管

理を行うことができると認めるものを指定管理者

として指定するものとする。 

 (1) 図書館の運営において、視覚障害者の平等利

用が確保されること。 

 (2) 身体障害者福祉法その他の関係法令の規定を

遵守して図書館の管理を行うことができること。 

 

 (3) 図書館の効用を最大限に発揮するとともに、

管理経費の縮減が図られること。 

 (4) 図書館の管理を安定して行う物的能力及び人

的能力を有していること。 

 

 （知事への委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、図書館の管

理に関し必要な事項は、知事が定める。 
  
附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

 

新潟県条例第16号 

新潟県安心こども基金条例の一部を改正する条例 

新潟県安心こども基金条例（平成21年新潟県条例第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

   附 則 

１ （略） 

２ この条例は、平成30年６月30日限り、その効力

を失う。 

３ （略） 

   附 則 

１ （略） 

２ この条例は、平成29年６月30日限り、その効力

を失う。 

３ （略） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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新潟県条例第17号 

新潟県工業技術総合研究所手数料徴収条例の一部を改正する条例 

新潟県工業技術総合研究所手数料徴収条例（昭和48年新潟県条例第14号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

別表（第２条関係） 

試験、検査等の種類 

 

手数料の算定の単

位 

（略） 

２ 

 

測

定 

(1) 

機

械

的

測

定 

（略） 

ス 粘度測定試

験 

（略） 

セ エックス線

ＣＴ試験 

１時間まで 

１時間を超え１時

間増すごとに 

（略） 

（略） 

 備考 （略） 

別表（第２条関係） 

試験、検査等の種類 

 

手数料の算定の単

位 

（略） 

２ 

 

測

定 

(1) 

機

械

的

測

定 

（略） 

ス 粘度測定試

験 

 

 

 

（略） 

（略） 

（略） 

 備考 （略） 
  
附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第18号 

新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例の一部を改正する条例 

新潟県電気自動車等の普及の促進に関する条例（平成21年新潟県条例第51号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 （自動車取得税の課税免除等） 

第８条 電気自動車で初めて新規登録等（道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第７条の規定に

よる登録（以下「新規登録」という｡)又は同法第

59条の規定による検査（検査対象軽自動車に係る

ものに限る｡)をいう。以下この条において同じ｡)

を受けるものの取得（法附則第12条の２の２第２

項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除

く｡)が平成30年３月31日までに行われた場合にお

いては、当該自動車の取得に対しては、自動車取

得税を課さない。 

２ 充電機能付電力併用自動車（法附則第12条の２

の２第２項第３号に規定するものに限る｡)で初め

て新規登録等を受けるものの取得（法附則第12条

の２の２第２項の規定の適用がある場合の自動車

の取得を除く｡)に対して課する自動車取得税の税

率は、当該取得が平成30年３月31日までに行われ

たときに限り、法第119条及び附則第12条の２の

３第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用

されるべき法第119条又は附則第12条の２の３第

１項に定める率に２分の１を乗じて得た率とする。 

 

 （自動車税の課税免除等） 

第９条 電気自動車で平成26年４月１日から平成30

年３月31日までの間（以下「対象期間」という｡)

に初めて新規登録を受けたものに対しては、当該

新規登録を受けた日の属する年度分の自動車税を

課さない。 

２～７ （略） 

 

   附 則 

１ （略） 

２ この条例は、平成30年３月31日限り、その効力

を失う。 

 （自動車取得税の課税免除等） 

第８条 電気自動車で初めて新規登録等（道路運送

車両法（昭和26年法律第185号）第７条の規定に

よる登録（以下「新規登録」という｡)又は同法第

59条の規定による検査（検査対象軽自動車に係る

ものに限る｡)をいう。以下この条において同じ｡)

を受けるものの取得（法附則第12条の２の２第２

項の規定の適用がある場合の自動車の取得を除

く｡)が平成29年３月31日までに行われた場合にお

いては、当該自動車の取得に対しては、自動車取

得税を課さない。 

２ 充電機能付電力併用自動車（法附則第12条の２

の２第２項第３号に規定するものに限る｡)で初め

て新規登録等を受けるものの取得（法附則第12条

の２の２第２項の規定の適用がある場合の自動車

の取得を除く｡)に対して課する自動車取得税の税

率は、当該取得が平成29年３月31日までに行われ

たときに限り、法第119条及び附則第12条の２の

３第１項の規定にかかわらず、当該取得について

この項の規定の適用がないものとした場合に適用

されるべき法第119条又は附則第12条の２の３第

１項に定める率に２分の１を乗じて得た率とする。 

 

 （自動車税の課税免除等） 

第９条 電気自動車で平成26年４月１日から平成29

年３月31日までの間（以下「対象期間」という｡)

に初めて新規登録を受けたものに対しては、当該

新規登録を受けた日の属する年度分の自動車税を

課さない。 

２～７ （略） 

 

   附 則 

１ （略） 

２ この条例は、平成29年３月31日限り、その効力

を失う。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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新潟県条例第19号 

新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例（平成15年新潟県条例第23号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動後条等」という｡)に対応する同

表の改正前の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「移動条等」という｡)が存在する場合には当

該移動条等を当該移動後条等とし、移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には当該移動後条等（以下

「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く。以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示並びに追加条等を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在す

る場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改

正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

（目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第226

号）第６条の規定に基づき、法人の県民税及び事

業税の不均一の課税の措置並びに不動産取得税の

課税の免除の措置を講ずることにより、新潟県に

おける産業の立地を促進し、雇用の増大及び経済

の活性化を図り、もって産業の振興に寄与するこ

とを目的とする。 

 

（定義） 

第１条の２ この条例において「事業用家屋」とは、

次条第１項に規定する産業立地促進地域内におい

て事業の用に供する家屋（同項の規定による指定

の日以後に新設又は増設の着手をしたもので、当

該家屋その他規則で定める資産の取得価額の合計

額が１億円を超え、かつ、当該事業の用に供した

ことに伴って増加する雇用者（日々雇い入れられ

る者を除く｡)であって規則で定めるものの数（以

下「増加雇用者数」という｡)が３人以上となるも

ののうち規則で定める基準に適合するものに限

る｡)をいう。 

 

第２条 （略） 

 

（法人の県民税の不均一課税） 

第２条の２ 知事は、事業用家屋を新設し、又は増

設した法人に対する次の各号に掲げる法人の区分

に応じ当該各号に定める期間内に終了する各事業

年度分又は各連結事業年度分の法人の県民税の法

人税割（法人の県民税の特例に関する条例（昭和

50年新潟県条例第29号。以下「特例条例」という｡)

第２条の規定の適用を受けるものに限る｡)につい

て、新潟県県税条例（平成18年新潟県条例第10号。

以下「県税条例」という｡)第22条及び特例条例第

２条の規定にかかわらず、同条に規定する税率か

ら、同条に規定する税率から県税条例第22条に規

定する税率を控除して得た税率に２分の１を乗じ

（目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和25年法律第226

号）第６条の規定に基づき、事業税の不均一の課

税の措置及び不動産取得税の課税の免除の措置を

講ずることにより、新潟県における産業の立地を

促進し、雇用の増大及び経済の活性化を図り、も

って産業の振興に寄与することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条 （略） 
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て得た税率を控除して得た税率により不均一の課

税をすることができる。 

(1) 増加雇用者数が10人未満となる事業用家屋を

新設し、又は増設した法人 当該事業用家屋を

事業の用に供した日の属する事業年度又は連結

事業年度開始の日から３年以内 

(2) 増加雇用者数が10人以上となる事業用家屋を

新設し、又は増設した法人 当該事業用家屋を

事業の用に供した日の属する事業年度又は連結

事業年度開始の日から６年以内 

 

（事業税の不均一課税） 

第３条 知事は、次の各号に掲げる者の区分に応じ

当該各号に定める額のうち、当該事業用家屋に係

るものとして規則で定めるところにより計算した

額に対して課する事業税について、県税条例第31

条、第34条及び附則第17条から第17条の３までの

規定にかかわらず、これらの規定による税率に２

分の１を乗じて得た税率により不均一の課税をす

ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 事業用家屋を新設し、又は増設した個人 次

に掲げる区分に応じ、それぞれに定める期間内

の各年の所得金額（県において課する事業税の

課税標準額となるものをいう｡) 

ア 増加雇用者数が10人未満となる事業用家屋

を新設し、又は増設した場合 当該事業用家

屋を事業の用に供した日の属する年以後３年

以内 

イ 増加雇用者数が10人以上となる事業用家屋

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業税の不均一課税） 

第３条 知事は、産業立地促進地域内において、事

業の用に供する家屋（前条第１項の規定による指

定の日以後に新設又は増設の着手をしたもので、

当該家屋その他規則で定める資産の取得価額の合

計額が１億円を超え、かつ、当該事業の用に供し

たことに伴って増加する雇用者（日々雇い入れら

れる者を除く｡)であって規則で定めるものの数（以

下この条において「増加雇用者数」という｡)が３

人以上となるもののうち規則で定める基準に適合

するものに限る。以下「事業用家屋」という｡)を

新設し、又は増設した個人にあっては事業用家屋

を事業の用に供した日の属する年以後３年以内（増

加雇用者数が10人以上となる事業用家屋を新設

し、又は増設した個人にあっては、６年以内）の

各年の所得金額（県において課する事業税の課税

標準額となるものをいう｡)、事業用家屋を新設し、

又は増設した法人にあっては事業用家屋を事業の

用に供した日の属する事業年度開始の日から３年

以内（増加雇用者数が10人以上となる事業用家屋

を新設し、又は増設した法人にあっては、６年以

内）に終了する各事業年度の所得金額又は収入金

額（県において課する事業税の課税標準額となる

ものをいう｡)のうち、当該事業用家屋に係るもの

として規則で定めるところにより計算した額に対

して課する事業税について、新潟県県税条例（平

成18年新潟県条例第10号。以下「県税条例」とい

う｡)第31条、第34条及び附則第17条から第17条の

３までの規定にかかわらず、これらの規定による

税率に２分の１を乗じて得た税率により不均一の

課税をすることができる。 
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を新設し、又は増設した場合 当該事業用家

屋を事業の用に供した日の属する年以後６年

以内 

(2) 事業用家屋を新設し、又は増設した法人 次

に掲げる区分に応じ、それぞれに定める期間内

に終了する各事業年度の所得金額又は収入金額

（県において課する事業税の課税標準額となる

ものをいう｡) 

ア 増加雇用者数が10人未満となる事業用家屋

を新設し、又は増設した場合 当該事業用家

屋を事業の用に供した日の属する事業年度開

始の日から３年以内 

イ 増加雇用者数が10人以上となる事業用家屋

を新設し、又は増設した場合 当該事業用家

屋を事業の用に供した日の属する事業年度開

始の日から６年以内 

 

（対象事業） 

第５条 前３条の規定は、産業立地促進地域内にお

いて行う事業が次に掲げる事業である場合に限り、

適用する。 

(1) （略） 

(2) 漁業（規則で定める水産動植物の養殖業に限

る｡) 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

(7) （略） 

 

（申告又は申請） 

第６条 第２条の２の規定により法人の県民税の不

均一の課税の措置を受けようとする法人、第３条

の規定により事業税の不均一の課税の措置を受け

ようとする者又は第４条の規定により不動産取得

税の課税の免除の措置を受けようとする者は、規

則で定めるところにより、知事に申告し、又は申

請しなければならない。 

 

附 則 

１ （略） 

（この条例の失効） 

２ この条例は、平成32年３月31日限り、その効力

を失う。 

（この条例の失効に伴う経過措置） 

３ この条例の失効前に取得し、又は借り受けられ

ていた事業用地（平成30年３月31日以前に取得し、

又は借り受けられていた事業用地を除く｡)におい

て、平成34年３月31日までに事業用家屋の新設又

は増設の着手があり、平成35年３月31日までに当

該事業用家屋が事業の用に供された場合にあって

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（対象事業） 

第５条 前２条の規定は、産業立地促進地域内にお

いて行う事業が次に掲げる事業である場合に限り、

適用する。 

(1) （略） 

 

 

(2) （略） 

(3) （略） 

(4) （略） 

(5) （略） 

(6) （略） 

 

（申請又は申告） 

第６条 第３条の規定により事業税の不均一の課税

の措置を受けようとする者又は第４条の規定によ

り不動産取得税の課税の免除の措置を受けようと

する者は、規則で定めるところにより、知事に申

請し、又は申告しなければならない。 

 

 

 

附 則 

１ （略） 

（この条例の失効） 

２ この条例は、平成29年３月31日限り、その効力

を失う。 

（この条例の失効に伴う経過措置） 

３ この条例の失効前に取得し、又は借り受けられ

ていた事業用地（平成27年３月31日以前に取得し、

又は借り受けられていた事業用地を除く｡)におい

て、平成31年３月31日までに事業用家屋の新設又

は増設の着手があり、平成32年３月31日までに当

該事業用家屋が事業の用に供された場合にあって
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は、当該事業用家屋の新設又は増設をした法人に

対して課する法人の県民税、当該事業用家屋に係

るものとして規則で定めるところにより計算した

額に対して課する事業税並びに当該事業用家屋及

び当該事業用地の取得に対して課する不動産取得

税については、第２条の２から第９条までの規定

は、なおその効力を有する。 

４ この条例の失効前に取得し、又は借り受けられ

ていた事業用地（平成30年３月31日以前に取得し、

又は借り受けられていた事業用地に限る｡)におい

て、この条例の失効の際現に事業用家屋の新設又

は増設の着手があり、平成35年３月31日までに当

該事業用家屋が事業の用に供された場合にあって

は、当該事業用家屋の新設又は増設をした法人に

対して課する法人の県民税、当該事業用家屋に係

るものとして規則で定めるところにより計算した

額に対して課する事業税及び当該事業用家屋の取

得に対して課する不動産取得税については、第２

条の２から第９条までの規定は、なおその効力を

有する。 

は、当該事業用家屋に係るものとして規則で定め

るところにより計算した額に対して課する事業税

並びに当該事業用家屋及び当該事業用地の取得に

対して課する不動産取得税については、第３条か

ら第９条までの規定は、なおその効力を有する。 

 

 

４ この条例の失効前に取得し、又は借り受けられ

ていた事業用地（平成27年３月31日以前に取得し、

又は借り受けられていた事業用地に限る｡)におい

て、この条例の失効の際現に事業用家屋の新設又

は増設の着手があり、平成32年３月31日までに当

該事業用家屋が事業の用に供された場合にあって

は、当該事業用家屋に係るものとして規則で定め

るところにより計算した額に対して課する事業税

及び当該事業用家屋の取得に対して課する不動産

取得税については、第３条から第９条までの規定

は、なおその効力を有する。 

  
附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正、附則第３項の改正(｢平成27年３

月31日」を「平成30年３月31日」に､｢平成31年３月31日」を「平成34年３月31日」に､｢平成32年３月31日」を

「平成35年３月31日」に改める部分に限る｡)及び附則第４項の改正(｢平成27年３月31日」を「平成30年３月31

日」に､｢平成32年３月31日」を「平成35年３月31日」に改める部分に限る｡)は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施

行日」という｡)以後に新設され、又は増設される事業用家屋及び施行日以後に取得される事業用地について適

用し、施行日前に新設され、又は増設された事業用家屋及び施行日前に取得された事業用地については、なお

従前の例による。 

（法人の県民税の特例に関する条例の一部改正） 

３ 法人の県民税の特例に関する条例（昭和50年新潟県条例第29号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項を削る。 

改 正 後 改 正 前 
  

附 則 

１～７ （略） 

附 則 

１～７ （略） 

（産業立地促進地域内において事業用家屋を事業

の用に供した法人等に対する不均一課税） 

８ 知事は、県内に事務所又は事業所を有する法人

のうち、新潟県産業立地を促進するための県税の

特例に関する条例（平成15年新潟県条例第23号。

以下「産業立地促進条例」という｡)第２条第１項

に規定する産業立地促進地域内において、事業の

用に供する家屋（平成24年８月１日から平成29年

３月31日までの間に新設又は増設に着手し、平成

29年３月31日までの間に開始する最終の事業年度

又は連結事業年度の末日までに当該事業の用に供

したもので、当該家屋その他新潟県産業立地を促

進するための県税の特例に関する条例施行規則（平
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成15年新潟県規則第43号。以下「産業立地促進条

例施行規則」という｡)で定める資産の取得価額の

合計額が１億円を超え、かつ、当該事業の用に供

したことに伴つて増加する雇用者（日々雇い入れ

られる者を除く｡)であつて産業立地促進条例施行

規則で定めるものの数（以下「増加雇用者数」と

いう｡)が３人以上となるもののうち産業立地促進

条例施行規則で定める基準に適合するものに限る。

以下「事業用家屋」という｡)を新設し、又は増設

したものに対する次の各号に掲げる法人の区分に

応じ当該各号に定める期間内に終了する各事業年

度分又は各連結事業年度分の法人税割額を、第２

条の規定を適用して計算した法人税割額から当該

法人税割額に４分の0.4を乗じて計算した額に相当

する額を控除した金額とすることができる。 

(1) 増加雇用者数が10人未満となる事業用家屋を

新設し、又は増設した法人 当該事業用家屋を

事業の用に供した日の属する事業年度又は連結

事業年度開始の日から３年以内（当該期間の末

日が平成29年３月31日後である場合には、同日

の属する事業年度又は連結事業年度の末日ま

で） 

(2) 増加雇用者数が10人以上となる事業用家屋を

新設し、又は増設した法人 当該事業用家屋を

事業の用に供した日の属する事業年度又は連結

事業年度開始の日から６年以内（当該期間の末

日が平成29年３月31日後である場合には、同日

の属する事業年度又は連結事業年度の末日ま

で） 

９ 県内に事務所又は事業所を有する法人のうち、

平成27年４月１日から平成29年３月31日までに事

業用地（産業立地促進条例第４条に規定する事業

用地をいう｡)を取得し、又は借り受けていたもの

については、前項の規定中「平成24年８月１日か

ら平成29年３月31日まで」とあるのは､｢平成27年

４月１日から平成29年３月31日までの間に開始す

る最終の事業年度又は連結事業年度の末日まで」

と読み替えて、同項の規定を適用する。 

10 前２項の規定は、産業立地促進条例第５条に掲

げる事業である場合に限り、適用する。 

11 第８項又は第９項の規定により法人の県民税の

不均一の課税の措置を受けようとする法人は、規

則で定めるところにより、知事に申告しなければ

ならない。 

12 知事は、第８項又は第９項の規定により法人の

県民税の不均一の課税の措置を受ける法人に対し、

必要な事項について報告を求めることができる。 
  

（法人の県民税の特例に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 改正後の法人の県民税の特例に関する条例の規定は、施行日以後に新設され、又は増設される事業用家屋に

ついて適用し、施行日前に新設され、又は増設された事業用家屋については、なお従前の例による。ただし、

前項の規定による改正前の法人の県民税の特例に関する条例（以下「旧特例条例」という｡)附則第９項の規定



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 １ 

82 

は、適用しない。 

５ 前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧特例条例附則第８項の適用については、

同項中「平成29年３月31日までの間に開始する」とあるのは「平成34年３月31日までの間に開始する」と､｢４

分の0.4」とあるのは「４分の0.4（平成31年10月１日以後に開始する事業年度分又は連結事業年度分の法人税

割額にあつては、1.8分の0.4)｣と､｢平成29年３月31日後」とあるのは「平成34年３月31日後」とする。 

 

新潟県条例第20号 

新潟県立職業能力開発校条例の一部を改正する条例 

新潟県立職業能力開発校条例（昭和44年新潟県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

 （寄宿料） 

第18条 寄宿舎に入舎している者は、月額3,030円

以内の額で規則で定める額の寄宿料を毎月25日ま

でに納めなければならない。 

２・３ （略） 

 （寄宿料） 

第18条 寄宿舎に入舎している者は、月額3,550円

以内の額で規則で定める額の寄宿料を毎月25日ま

でに納めなければならない。 

２・３ （略） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第18条の規定は、この条例の施行の日以後における寄宿に係る寄宿料について適用し、同日前の寄

宿に係る寄宿料については、なお従前の例による。 
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新潟県条例第21号 

新潟県屋外広告物条例の一部を改正する条例 

新潟県屋外広告物条例（平成７年新潟県条例第65号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「追加条」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（条の表示及び追加条を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当

該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に

対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（管理義務） 

第18条 広告物等を表示し、若しくは設置する者又

は広告物等を管理する者は、当該広告物等に関し

補修、除却その他必要な管理を行い、常に良好な

状態に保持しなければならない。 

 

（点検） 

第18条の２ 広告物等を表示し、若しくは設置する

者又は広告物等を管理する者は、広告物等の本体、

接合部、支持部分等の劣化及び損傷の状況の点検

を行わなければならない。ただし、規則で定める

簡易な広告物等については、この限りでない。 

２ 規則で定める広告物等については、前項の点検

は、法第10条第２項第３号イに規定する登録試験

機関（以下「登録試験機関」という｡)が広告物等

の表示及び設置に関し必要な知識について行う試

験に合格した者その他規則で定める者が行わなけ

ればならない。 

 

（管理者の設置等） 

第19条 （略） 

２ 規則で定める広告物等については、前項の管理

する者は、登録試験機関が広告物等の表示及び設

置に関し必要な知識について行う試験に合格した

者その他規則で定める者でなければならない。 

（管理義務） 

第18条 広告物等を表示し、若しくは設置する者又

は広告物等を管理する者は、当該広告物等に関し

補修その他必要な管理を行い、常に良好な状態に

保持しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（管理者の設置等） 

第19条 （略） 

２ 規則で定める広告物等については、前項の管理

する者は、法第10条第２項第３号イに規定する登

録試験機関（以下「登録試験機関」という｡)が広

告物等の表示又は設置に関し必要な知識について

行う試験に合格した者その他規則で定める者でな

ければならない。 
  

附 則 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第22号 

義務教育学校の設置のための関係条例の整理に関する条例 

（市町村立学校職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 市町村立学校職員の給与に関する条例（昭和30年新潟県条例第61号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （定義） 

第２条 （略） 

２ この条例において「教育職員」とは前項の職員

のうち校長、副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養

護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭及び講師

をいう。 

３・４ （略） 

 

（管理職手当） 

第24条 市町村立学校職員給与負担法第１条及び第

２条に規定する学校の校長、副校長及び教頭の職

にあるものについては、その特殊性に基づき、管

理職手当を支給する。 

２・３ （略） 

 

 （義務教育等教員特別手当） 

第29条の４ 義務教育諸学校（学校教育法（昭和22

年法律第26号）に規定する小学校、中学校、義務

教育学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援

学校をいう｡)に勤務する教育職員には、義務教育

等教員特別手当を支給する。 

２～４ （略） 

 

別表第１（第５条関係） 

教 育 職 給 料 表 

 イ （略） 

 ロ 教育職給料表（二） 

 （略） 

 備考  (1) この表は、市町村立学校職員給与負担

法第１条に規定する小学校、中学校及び

義務教育学校に勤務する教育職員並びに

同条に規定する中等教育学校の前期課程

に勤務する教育職員のうち、高等学校の

教員の免許状を有しないもの及び中等教

育学校の後期課程の教科を担任せず、か

つ、進路指導その他当該中等教育学校の

後期課程の業務に従事しないものに適用

する。 

    (2) （略） 

 

別表第４（第５条関係） 

級 別 標 準 職 務 表 

（定義） 

第２条 （略） 

２ この条例において「教育職員」とは前項の職員

のうち校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、助教諭、養護助教諭及び講師をいう。 

 

３・４ （略） 

 

（管理職手当） 

第24条 市町村立学校職員給与負担法第１条及び第

２条に規定する学校の校長及び教頭の職にあるも

のについては、その特殊性に基づき、管理職手当

を支給する。 

２・３ （略） 

 

（義務教育等教員特別手当） 

第29条の４ 義務教育諸学校（学校教育法（昭和22

年法律第26号）に規定する小学校、中学校、中等

教育学校の前期課程又は特別支援学校をいう｡)に

勤務する教育職員には、義務教育等教員特別手当

を支給する。 

２～４ （略） 

 

別表第１（第５条関係） 

教 育 職 給 料 表 

 イ （略） 

 ロ 教育職給料表（二） 

 （略） 

 備考  (1) この表は、市町村立学校職員給与負担

法第１条に規定する小学校及び中学校に

勤務する教育職員並びに同条に規定する

中等教育学校の前期課程に勤務する教育

職員のうち、高等学校の教員の免許状を

有しないもの及び中等教育学校の後期課

程の教科を担任せず、かつ、進路指導そ

の他当該中等教育学校の後期課程の業務

に従事しないものに適用する。 

 

    (2) （略） 

 

別表第４（第５条関係） 

級 別 標 準 職 務 表 
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 イ （略） 

 ロ 教育職給料表（二）級別標準職務表 

職務

の級 

標   準   職   務 

１級 小学校、中学校又は義務教育学校の助

教諭、養護助教諭又は講師（２級の項第

２号に掲げる講師を除く｡)の職務 

２級 (1) 小学校、中学校又は義務教育学校の

教諭、養護教諭又は栄養教諭の職務 

(2) 小学校、中学校又は義務教育学校の

講師（日本国籍を有しない者で、期限

を付さない常勤の講師として任用され

たものに限る｡)の職務 

特２

級 

小学校、中学校又は義務教育学校の主

幹教諭の職務 

３級 小学校、中学校又は義務教育学校の副

校長又は教頭の職務 

４級 小学校、中学校又は義務教育学校の校

長の職務 

ハ・ニ （略） 

 イ （略） 

 ロ 教育職給料表（二）級別標準職務表 

職務

の級 

標   準   職   務 

１級 小学校又は中学校の助教諭、養護助教

諭又は講師（２級の項第２号に掲げる講

師を除く｡)の職務 

２級 (1) 小学校又は中学校の教諭、養護教諭

又は栄養教諭の職務 

(2) 小学校又は中学校の講師（日本国籍

を有しない者で、期限を付さない常勤

の講師として任用されたものに限る｡)

の職務 

特２

級 

小学校又は中学校の主幹教諭の職務 

３級 小学校又は中学校の教頭の職務 

 

４級 小学校又は中学校の校長の職務 

 

ハ・ニ （略） 

  （義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改正） 

第２条 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭和46年新潟県条例第50号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （定義） 

第２条 この条例において､｢義務教育諸学校等」と

は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定す

る小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中

等教育学校、特別支援学校及び幼稚園をいう。 

２ （略） 

（定義） 

第２条 この条例において､｢義務教育諸学校等」と

は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定す

る小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校及び幼稚園をいう。 

２ （略） 

  （職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の特殊勤務手当に関する条例（平成12年新潟県条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （教員特殊業務手当） 

第32条 教員特殊業務手当は、小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援

学校又は幼稚園に勤務する教頭（職務の級が２級

である者に限る｡)、主幹教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助手

又は寄宿舎指導員が次に掲げる業務に従事した場

合において、その業務が心身に著しい負担を与え

るものとして人事委員会規則で定める程度に及ぶ

ときに支給する。 

(1)～(5) （略） 

２ （略）   

 

（多学年学級担当手当） 

第33条 多学年学級担当手当は、小学校、中学校、

（教員特殊業務手当） 

第32条 教員特殊業務手当は、小学校、中学校、高

等学校、中等教育学校、特別支援学校又は幼稚園

に勤務する教頭（職務の級が２級である者に限

る｡)、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助

教諭、養護助教諭、講師、実習助手又は寄宿舎指

導員が次に掲げる業務に従事した場合において、

その業務が心身に著しい負担を与えるものとして

人事委員会規則で定める程度に及ぶときに支給す

る。 

(1)～(5) （略） 

２ （略） 

 

（多学年学級担当手当） 

第33条 多学年学級担当手当は、小学校、中学校又
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義務教育学校又は中等教育学校の前期課程の２以

上の学年の児童又は生徒で編制されている学級を

担当する主幹教諭、教諭、助教諭又は講師のうち

人事委員会規則で定める者以外の者が当該学級に

おける授業又は指導に従事した場合に支給する。 

２ （略） 

 

（教育業務連絡指導手当） 

第34条 教育業務連絡指導手当は、小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校、中等教育学校又は特別

支援学校に勤務する教諭又は養護教諭のうち、教

務その他の教育に関する業務についての連絡調整

及び指導助言に当たる主任等でその職務が困難で

あるとして人事委員会規則で定めるものの職務を

担当する教諭又は養護教諭が、当該担当に係る業

務に従事した場合に支給する。  

２ （略） 

 

（兼務授業担当手当） 

第37条 兼務授業担当手当は、小学校、中学校、義

務教育学校、高等学校、中等教育学校又は特別支

援学校に勤務する主幹教諭、教諭、養護教諭、助

教諭、養護助教諭、講師又は実習助手が次に掲げ

る業務に従事した場合に支給する。  

(1) （略） 

(2) 本務とする学校（小学校、中学校、義務教育

学校及び特別支援学校にあっては、本校及び分

校はそれぞれ一の学校とみなす｡)以外の学校に

おける授業（本務とする学校と一貫した教育を

施す中学校又は高等学校その他これらに相当す

るものとして人事委員会規則で定める学校にお

ける授業を除く｡)、面接指導又は添削指導の業

務 

２ （略） 

は中等教育学校の前期課程の２以上の学年の児童

又は生徒で編制されている学級を担当する主幹教

諭、教諭、助教諭又は講師のうち人事委員会規則

で定める者以外の者が当該学級における授業又は

指導に従事した場合に支給する。 

２ （略） 

 

（教育業務連絡指導手当） 

第34条 教育業務連絡指導手当は、小学校、中学校、

高等学校、中等教育学校又は特別支援学校に勤務

する教諭又は養護教諭のうち、教務その他の教育

に関する業務についての連絡調整及び指導助言に

当たる主任等でその職務が困難であるとして人事

委員会規則で定めるものの職務を担当する教諭又

は養護教諭が、当該担当に係る業務に従事した場

合に支給する。  

２ （略） 

 

（兼務授業担当手当） 

第37条 兼務授業担当手当は、小学校、中学校、高

等学校、中等教育学校又は特別支援学校に勤務す

る主幹教諭、教諭、養護教諭、助教諭、養護助教

諭、講師又は実習助手が次に掲げる業務に従事し

た場合に支給する。  

(1) （略） 

(2) 本務とする学校（小学校、中学校及び特別支

援学校にあっては、本校及び分校はそれぞれ一

の学校とみなす｡)以外の学校における授業（本

務とする学校と一貫した教育を施す中学校又は

高等学校その他これらに相当するものとして人

事委員会規則で定める学校における授業を除

く｡)、面接指導又は添削指導の業務 

 

２ （略） 
  
附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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新潟県条例第23号 

新潟県給付型奨学金基金条例 

（設置） 

第１条 意欲と能力のある者が、経済的理由によって大学等への進学を断念することがないよう、給付型の奨学

金を給付するため、新潟県給付型奨学金基金（以下「基金」という｡)を設置する。 

（基金の額） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算で定める。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ最も確実かつ有利な有価証券に換えて管理することができる。 

（繰替運用） 

第４条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属す

る現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（収益金の処理） 

第５条 基金の管理及び運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上してこの基金に編入するものとす

る。 

（処分） 

第６条 基金は、基金の設置の目的を達成するために必要な事業に要する経費の財源に充てるため、一般会計歳

入歳出予算で定めるところにより一般会計へ繰り出すものとする。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。 

附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

 

新潟県条例第24号 

新潟県立学校条例の一部を改正する条例 

新潟県立学校条例（昭和39年新潟県条例第46号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

別表第２（第１条関係） 

高 等 学 校 の 名 称 位    置 

（略） 

新 潟 県 立 有 恒 高 等 学 校 上 越 市 

（略） 
 

別表第２（第１条関係） 

高 等 学 校 の 名 称 位    置 

（略） 

新 潟 県 立 有 恒 高 等 学 校 上 越 市 

新 潟 県 立 安 塚 高 等 学 校 上 越 市 

（略） 
 

  

附 則 

この条例は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県条例第25号 

新潟県の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及び新潟県警察署協議会条例の一部を改正する条

例 

（新潟県の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部改正） 

第１条 新潟県の警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例（昭和29年新潟県条例第19号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削り、同表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という｡)に対応する次の表

の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正後表」という｡)が存在する場合には当該

改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削り、改正後表

に対応する改正表が存在しない場合には当該改正後表を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  別表（第２条関係） 

名  称 位 置 管 轄 区 域 

新潟県新

潟警察署 

新潟市

中央区 

新潟市中央区（新潟中央警

察署の管轄する区域を除

く｡) 
   
新潟県新

潟中央警

察署 

新潟市

中央区 

新潟市中央区（信濃川左岸

の区域に限る｡) 

新潟県新

潟東警察

署 

新潟市

東区 

新潟市東区 

 
（略） 
   
新潟県江

南警察署 

新潟市

江南区 

新潟市江南区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第２条関係） 

名  称 位 置 管 轄 区 域 

 

 

 
    

 

 

  

   
新潟県新

潟中央警

察署 

新潟市

中央区 

新潟市中央区（信濃川左岸

の区域に限る｡) 

新潟県新

潟東警察

署 

新潟市

中央区 

新潟市東区（江南警察署の

管轄する区域を除く｡)及び

中央区（新潟中央警察署及

び江南警察署の管轄する区

域を除く｡) 
  
（略） 
   
新潟県江

南警察署 

新潟市

江南区 

新潟市江南区、東区（粟山、

粟山１丁目から４丁目ま

で、石山、石山１丁目から

６丁目まで、石山団地、江

口、逢谷内の一部（大石排

水路の南側の区域)､岡山の

一部（市道太平岡山線３号

及び岡山江口線の西側の区

域)､亀田中島４丁目、北山、

下場、下場新町、下場本町、

猿ヶ馬場、猿ヶ馬場１丁目

及び２丁目、新石山１丁目

から５丁目まで、新岡山２

丁目、児池、寺山の一部（大

石排水路の南側の区域)､東

明１丁目から８丁目まで、

中島、中島１丁目及び２丁

目、中野山、中野山１丁目

から８丁目まで、西野、東

中島１丁目から４丁目ま

で、東中野山１丁目から７

丁目まで、南紫竹２丁目、

もえぎ野１丁目から３丁目
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（略） 

 

 
    

  

新潟県新

発田警察

署 

新発田

市 

新発田市 

胎内市 

北蒲原郡聖籠町（新潟北警

察署の管轄する区域を除

く｡) 

（略） 

 備考 （略） 

まで並びに若葉町１丁目及

び２丁目に限る｡)及び中央

区（鵜ノ子、姥ヶ山、姥ヶ

山１丁目から６丁目まで、

上沼（393番３、393番７、

393番８、394番１、394番２、

394番４から394番６まで及

び395番１を除く｡)、親松

（1201番１、1201番４から

1201番17まで、1201番21か

ら1201番36まで、1204番１、

1204番４から1204番28ま

で、1205番１から1205番16

まで、1206番１から1206番

６まで及び1207番５に限

る｡)、亀田早通、久蔵興野、

京王１丁目から３丁目ま

で、高志１丁目及び２丁目、

湖南、鐘木、清五郎、曽川、

太右エ門新田、高美町、俵

柳、長潟、長潟１丁目から

３丁目まで、鍋潟新田、弁

天橋通１丁目から３丁目ま

で、南長潟、美の里、山二

ツ並びに山二ツ１丁目から

５丁目までに限る｡) 
   
（略） 

新潟県胎

内警察署 

胎内市 胎内市 

新潟県新

発田警察

署 

新発田

市 

新発田市 

 

北蒲原郡聖籠町（新潟北警

察署の管轄する区域を除

く｡) 

（略） 

 備考 （略） 

  （新潟県警察署協議会条例の一部改正） 

第２条 新潟県警察署協議会条例（平成13年新潟県条例第40号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加

える。 

改 正 後 改 正 前 

  別表（第２条関係） 

警 察 署 警察署協議会の名称 

新 潟 県 新 潟 警 察 署 新 潟 警 察 署 協 議 会 

新潟県新潟中央警察署 

（略） 

新 潟 県 村 上 警 察 署 

 

（略） 

新潟中央警察署協議会 

（略） 

村 上 警 察 署 協 議 会 

 

（略） 

別表（第２条関係） 

警 察 署 警察署協議会の名称 

 

新潟県新潟中央警察署 

（略） 

新 潟 県 村 上 警 察 署 

 

新潟中央警察署協議会 

（略） 

村 上 警 察 署 協 議 会 

新 潟 県 胎 内 警 察 署 胎 内 警 察 署 協 議 会 

（略） （略） 
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  附 則 

 この条例は、平成29年９月１日から施行する。 
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